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明 細 書

発明の名称 ：空気調和装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、たとえば ビル用マルチエアコン等に適用される空気調和装置に

関するものである。

背景技術

[0002] 空気調和装置には、 ビル用マルチエアコンなどのように、熱源機 （室外機

) が建物外に配置され、室内機が建物の室内に配置されたものがある。 この

ような空気調和装置の冷媒回路 を循環する冷媒は、室内機の熱交換器に供給

される空気に放熱 （吸熱） して、当該空気を加温又は冷却する。そ して、加

温又は冷却された空気が、空調対象空間に送 り込 まれて暖房又は冷房が行わ

れるようになっている。

このような空気調和装置は、通常 ビルが室内空間を複数有 しているので、

それに応 じて室内機 も複数か らなる。 また、 ビルの規模が大 きい場合には、

室外機 と室内機 とを接続する冷媒配管が 1 O O m になる場合がある。室外機

と室内機 とを接続する配管長が長いと、その分だけ冷媒回路 に充填 される冷

媒量が増加する。

[0003] このような ビル用マルチエアコンの室内機 は、人が居る室内空間 （たとえ

ば、オフィス空間や居室、店舗等）に配置されて利用されることが通常であ

る。何 らかの原因によって、室内空間に配置された室内機か ら冷媒が漏れた

場合、冷媒の種類 によっては引火性、有毒性 を有 してお り、人体への影響及

び安全性の観点か ら問題 となる可能性がある。 また、人体に有害ではない冷

媒であったと しても、冷媒漏れによって、室内空間での酸素濃度が低下 し、

人体に影響 を及ぼすことも想定される。

このような課題 に対応するために、空気調和装置に 2 次ループ方式を採用

し、 1 次側ル一プは冷媒で行い、 2 次側ル一プには有害でない水やブラィン

を用い、人の居る空間を空調する方法が考 え られる。



[0004] また、地球の温暖化防止の観点から、地球温暖化係数 （以下GW P とも称

する）が小さい冷媒を用いた空気調和装置の開発が求められている。有力な

低GW P冷媒として、 R 3 2 、 H F 0 1 2 3 4 y f 、及び H F 0 3 4 z

e ( E ) 等が有力視されている。冷媒としてR 3 2 のみを採用すると、現在

最も多く用いられているR 4 0 A とほぼ同 じ物性のため、現行機からの設

計変更が少なく開発負荷が小さいが、GW Pが 6 7 5 とやや高い。一方、冷

媒としてH F 0 1 3 4 y f 又はH F 0 3 4 z e ( E ) のみを採用する

と、低圧状態 （ガス状態、気液二相ガス状態）での密度が小さいために冷媒

の圧力が低 くなり、その分圧力損失が大きくなる。 しか し、圧力損失を低減

するために冷媒配管の径 （内径）を大きくすると、その分コス トアップして

しまう。

[0005] そこで、冷媒としてR 3 2 と、 H F 0 1 2 3 4 y f 又はH F 0 3 4 z

e ( E ) とを混合することで、冷媒の圧力を高くしながら、GW P を小さく

することができる。ここで、 R 3 2 の沸点とH F 0 1 2 3 4 y f の沸点、及

び R 3 2 の沸点とH F 0 1 3 4 z e ( E ) の沸点が、それぞれ異なってい

るため、これらの混合冷媒は非共沸混合冷媒となる。

この非共沸混合冷媒を採用 した空気調和装置は、充填 した冷媒組成と、実

際に冷凍サイクル内を循環する冷媒組成とが異なることが知られている。こ

れは、上述 したように、混合される冷媒の沸点が異なるためである。この、

循環時における冷媒組成が変化により、過熱度や過冷却度が本来からの値か

らずれて しまい、絞 り装置の開度など各種機器を最適に制御 しにくくなり、

空気調和装置の性能低下に繋がっていた。このような性能低下を抑制するた

めに、冷媒組成を検知する手段が備えられた冷凍空調装置が各種提案されて

いる （たとえば、特許文献 1、 2 参照）。

[0006] 特許文献 1 に記載の技術は、圧縮機をバイパスするように接続されるバイ

パス回路を有 し、該バイパス回路に二重管熱交換器及び毛細管が接続された

ものである。そして、該バイパス回路に設置された圧力検知手段と温度検知

手段の検知結果と、仮設定される冷媒組成とに基づいて、冷媒組成を算出す



るようになっている。

[0007] 特許文献 2 に記載の技術にも、特許文献 1 に記載の技術と同様に、圧縮機

をバイパスするように接続されるバイパス回路を有 し、該バイパス回路に二

重管熱交換器及び毛細管が接続されたものが記載されている。そして、該バ

ィパス回路に設置された圧力検知手段と温度検知手段の検知結果と、仮設定

される冷媒組成とに基づいて、冷媒組成を算出するようになっている。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献 1 ：特開平 8 — 7 5 2 8 0 号公報 （たとえば、第 5 頁、図 1 等）

特許文献2 : 特開平 1 1 — 6 3 7 4 7 号公報 （たとえば、第 5 頁、図 1 等）

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 特許文献 1 、 2 に記載の技術は、圧縮機をバイパスするように接続される

バイパス回路を有 し、該バイパス回路に二重管熱交換器及び毛細管が接続さ

れ、冷媒自身の蒸発熱で冷媒ガスを液化させている。この方式では圧縮機の

吐出側と吸入側とをバイパスしているために、冷房能力、暖房能力の低下に

繋がって しまう。

[001 0] また、特許文献 1 、 2 に記載の技術は、冷媒の循環組成を検知するために

、二重管熱交換器、二つの温度検知手段、圧力検知手段を新たに追加する必

要があり、コス トアップになっていた。

[001 1] 本発明は、コス トアップを抑制 しつつ、非共沸混合冷媒の蒸発温度、露点

温度を高精度に算出し、その値に基づいて適正に冷凍サイクルを制御するよ

うにした空気調和装置を提供することを目的としている。

課題を解決するための手段

[001 2] 本発明に係る空気調和装置は、圧縮機、第 1 熱交換器、絞 り装置、第 2 熱

交換器が配管接続されて冷凍サイクルを構成 し、前記冷媒サイクルを循環さ

せる冷媒として非共沸混合冷媒が採用された空気調和装置において、前記絞



り装置の入 口側 に第 1 温度検知手段 を設 け、前記絞 り装置の出口側 に第 2 温

度検知手段 を設 け、前記第 1 温度検知手段で検知 された冷媒温度 に基づいて

算出される入 口液ェ ンタル ピ一、前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温

度 に基づいて算出される飽和液ェ ンタル ピ一および飽和 ガスェ ンタル ピーに

基づいて算出される前記絞 り装置の下流側の冷媒の乾 き度 X r と、所定圧力

における沸騰温度 と露点温度 との差で求め られる温度勾配 ∆ T と、前記第 2

温度検知手段で検知 された冷媒温度 と、か ら蒸発温度 T e * 及び露点温度 T

d e w * を算出するものである。

発明の効果

[001 3] 本発明に係 る空気調和装置 によれば、温度セ ンサーを用いて非共沸混合冷

媒の蒸発温度 と露点温度 を算出することがで きるので、比較的安価な温度セ

ンサ一を適用することがで き、 その分のコス 卜アップを抑制することがで き

る。 また、本発明に係 る空気調和装置 によれば、温度セ ンサ一を用いて非共

沸混合冷媒の蒸発温度 と露点温度 を精度 よ く算出することもで き、空気調和

装置 を運転状態 を安定させることがで きるとともに、性能 も安定 して出力す

ることがで きる。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図 1] 本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の設置例 を示す概略図である。

[ 図2] 本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の回路構成の一例 を示す概略回

路構成図である。

[ 図3] 図 2 に示す本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の全冷房運転 モー ド

時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。

[ 図4] 図 2 に示す本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の全暖房運転 モー ド

時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。

[ 図5] 図 2 に示す本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の冷房主体運転 モー

ド時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。

[ 図6] 図 2 に示す本発明の実施の形態 に係 る空気調和装置の暖房主体運転 モー

ド時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。



[ 図7] 温度勾配 ∆ Τ の定義を示す図である

[ 図8] 本発明の実施の形態に係る空気調和装置の全冷房運転モー ド時の冷媒の

状態遷移を示す Ρ _ Η 線図である。

[ 図9] 図 8 に示す点 Α 〜点 D に対応する位置を冷媒回路上に示 した冷媒回路図

である。

[ 図 10] 本発明の実施の形態に係る空気調和装置に採用される蒸発温度 と露点

温度を算出するための検知の処理の流れを示すフローチヤ一 卜である。

[ 図 11] 蒸発温度 と実際の蒸発温度 との差 と、 R 3 2 の循環組成 と、の関係を

示す図である。

[ 図 12] 蒸発温度 T e の定義を示す図である。

[ 図 13] 露点温度 と実際の露点温度 との差 と、 R 3 2 の循環組成 と、の関係を

示す図である。

[ 図 14] 図 1 0 の制御フロ一にて求めた露点温度 と実際の露点温度 との差を示

す図である。

[ 図 15]乾 き度 と R 3 2 の冷媒組成 との関係を示す図である。

[ 図 16] 直膨式の空気調和装置を構成 している室内機に搭載される室内熱交換

器の一例を横から見た状態を示す概略図である。

発明を実施するための形態

[001 5] 以下、図面に基づいて本発明の実施の形態について説明する。

図 1 は、本発明の実施の形態に係る空気調和装置の設置例を示す概略図で

ある。図 1 に基づいて、本実施の形態に係る空気調和装置の設置例について

説明する。 この空気調和装置は、冷媒を循環させる冷凍サイクルを有 してお

り、各室内機 2 が運転モ一 ドとして冷房モ一 ドあるいは暖房モ一 ドを自由に

選択できるものである。なお、図 1 を含め、以下の図面では各構成部材の大

きさの関係が実際のものとは異なる場合がある。

[001 6] そ して、本実施の形態に係る空気調和装置は、冷媒として非共沸混合冷媒

が採用された冷媒循環回路 A (図 2 参照）、及び熱媒体として水などが採用

された熱媒体循環回路 B (図 2 参照）を有 しているが、 この冷媒循環回路 A



を循環 する非共沸混合冷媒の蒸発温度 と露点温度 の算 出に対 し改良がなされ

たものである。

[001 7] なお、本実施 の形態 においては、非共沸混合冷媒 と して R 3 2 と H F 0 1

2 3 4 y f とを採用 している。低沸点冷媒 は R 3 2 、 高沸点冷媒 は H F 0

2 3 4 y f であ る。 また、本実施 の形態 における冷媒組成 とは、特 に断 りが

なければ、冷凍サイクル を循環 する低沸点冷媒である R 3 2 の組成 をさすも

の とする。

H F 0 1 2 3 4 z e ( E ) については、二つの幾何学 的異性体が存在 して

お り、二重結合 に対 して F とC F 3 が対照の位置 にある トランス型 と、 同 じ

側 にあるシス型があ り、本実施 の形態の H F 0 1 3 4 z e ( E ) は 卜ラン

ス型である。 I U P A C 命名法では、 トランス一 1 ， 3 ， 3 ， 3 —テ トラフ

ル才 口一 1 —プロペ ンである。

[001 8] 本実施 の形態 に係 る空気調和装置 は、冷媒 （熱源側冷媒） を間接 的に利用

する方式 （間接方式） を採用 している。 すなわち、熱源側冷媒 に貯 えた冷熱

または温熱 を、熱源側冷媒 とは異 なる冷媒 （以下、熱媒体 と称 する） に伝達

し、熱媒体 に貯 えた冷熱 または温熱で空調対象空間を冷房 または暖房する。

[001 9] 図 1 に図示 され るように、本実施 の形態 に係 る空気調和装置 は、熱源機 で

ある 1 台の室外機 1 と、複数台の室 内機 2 と、室外機 1 と室 内機 2 との間に

介在 する熱媒体変換機 3 と、 を有 している。熱媒体変換機 3 は、熱源側冷媒

と熱媒体 とで熱交換 を行な うものである。室外機 1 と熱媒体変換機 3 とは、

熱源側冷媒 を循環 させ るための冷媒配管 4 で接続 されている。熱媒体変換機

3 と室 内機 2 とは、熱媒体 を循環 させ るための配管 （熱媒体配管） 5 で接続

されている。 そ して、室外機 1 で生成 された冷熱あるいは温熱 は、熱媒体変

換機 3 を介 して室 内機 2 に配送 され るようにな っている。

[0020] 室外機 1 は、通常、 ビル等の建物 9 の外の空間 （た とえば、屋上等）であ

る室外空間 6 に配置 され、熱媒体変換機 3 を介 して室 内機 2 に冷熱又 は温熱

を供給 するものである。

室 内機 2 は、建物 9 の内部 の空間 （た とえば、居室等）である室 内空間 7



に冷房用空気、或いは暖房用空気を供給できる位置に配置され、空調対象空

間となる室内空間 7 に冷房用空気あるいは暖房用空気を供給するものである

熱媒体変換機 3 は、室外機 1 及び室内機 2 とは別筐体 と して、室外空間 6

及び室内空間 7 とは別の位置に設置されるものである。 この熱媒体変換機 3

は、室外機 1 及び室内機 2 と、冷媒配管 4 及び配管 5 を介 してそれぞれ接続

され、室外機 1 か ら供給 される冷熱、又は温熱を室内機 2 に伝達するもので

ある。

[0021 ] 図 1 に図示されるように、本実施の形態に係 る空気調和装置においては、

室外機 1 と熱媒体変換機 3 とが 2 本の冷媒配管 4 を介 して接続 され、熱媒体

変換機 3 と各室内機 2 a とが 2 本の配管 5 を介 して接続 されている。 このよ

うに、実施の形態 1 に係 る空気調和装置では、冷媒配管 4 、及び配管 5 を介

して各ユニ ッ ト （室外機 1 、室内機 2 及び熱媒体変換機 3 ) を接続すること

により、施工が容易 となっている。

[0022] なお、図 1 においては、熱媒体変換機 3 が、建物 9 の内部ではあるが室内

空間 7 とは別の空間である天井裏等の空間 （たとえば、建物 9 における天井

裏などのスペース、以下、単に空間 8 と称する）に設置されている状態を例

と して図示 している。熱媒体変換機 3 は、その他、エ レべ一タ一等がある共

用空間等に設置 してもよい。 また、図 1 においては、室内機 2 が天井カセ ッ

卜型である場合を例 に示 してあるが、 これに限定されるものではない。すな

わち、空気調和装置 1 0 0 は、天井埋込型、天井吊下式、室内空間 7 に直接

又はダク 卜等により、暖房用空気あるいは冷房用空気を吹き出せるようにな

つていれば、 どんな種類のものでもよい。

[0023] また、図 1 においては、室外機 1 が室外空間 6 に設置されている場合を例

に示 しているが、 これに限定するものではない。たとえば、室外機 1 は、換

気口付の機械室等の囲まれた空間に設置 してもよい し、排気ダク 卜で廃熱を

建物 9 の外に排気することができるのであれば建物 9 の内部 に設置 してもよ

し、。 また、水冷式の室外機 1 を用いる場合においても、建物 9 の内部 に設置



するようにしてもよい。このような場所に室外機 1 を設置するとしても、特

段の問題が発生することはない。

[0024] また、熱媒体変換機 3 は、室外機 1 の近傍に設置することもできる。ただ

し、熱媒体変換機 3 から室内機 2 までの距離が長すぎると、熱媒体の搬送動

力がかなり大きくなるため、省エネの効果は薄れることに留意が必要である

。さらに、室外機 1、室内機 2 及び熱媒体変換機 3 の接続台数を図 1 に図示

された台数に限定するものではなく、たとえば、本実施の形態に係る空気調

和装置が設置される建物 9 に応 じて台数を決定すればよい。

[0025] 図 2 は、本実施の形態に係る空気調和装置 （以下、空気調和装置 1 0 0 と

称する）の回路構成の一例を示す概略回路構成図である。図 2 に基づいて、

空気調和装置 1 0 0 の詳 しい構成について説明する。図 2 に示すように、室

外機 1 と熱媒体変換機 3 とが、熱媒体変換機 3 に備えられている熱媒体間熱

交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b を介 して冷媒配管 4 で接続されて

いる。また、熱媒体変換機 3 と室内機 2 とも、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び

熱媒体間熱交換器 1 5 b を介 して配管 5 で接続されている。なお、冷媒配管

4 及び配管 5 については後段で詳述するものとする。

[0026] [ 室外機 1 ]

室外機 1 には、冷媒を圧縮する圧縮機 1 0 、四方弁等で構成される第 1冷

媒流路切替装置 1 1、蒸発器又は凝縮器として機能する熱源側熱交換器 1 2

、及び余剰冷媒を貯留するアキュムレータ一 1 9 が冷媒配管 4 に接続されて

搭載されている。

また、室外機 1 には、第 1接続配管 4 a 、第 2 接続配管 4 b 、逆止弁 1 3

a 、逆止弁 1 3 b 、逆止弁 1 3 c 、及び逆止弁 1 3 d が設けられている。第

1接続配管 4 a 、第 2 接続配管 4 b 、逆止弁 1 3 a 、逆止弁 1 3 b 、逆止弁

1 3 c 、及び逆止弁 1 3 d を設けることで、室内機 2 の要求する運転に関わ

らず、熱媒体変換機 3 に流入させる熱源側冷媒の流れを一定方向にすること

ができる。

[0027] 圧縮機 1 0 は、熱源側冷媒を吸入 し、その熱源側冷媒を圧縮 して高温 - 高



圧の状態にするものであり、たとえば容量制御可能なィンバ一タ圧縮機等で

構成するとよい。

第 1冷媒流路切替装置 1 1 は、暖房運転モー ド時 （全暖房運転モー ド時及

び暖房主体運転モー ド時）における熱源側冷媒の流れと冷房運転モー ド時 （

全冷房運転モー ド時及び冷房主体運転モー ド時）における熱源側冷媒の流れ

とを切 り替えるものである。

熱源側熱交換器 1 2 は、暖房運転時には蒸発器として機能 し、冷房運転時

には凝縮器として機能 し、図示省略のファン等の送風機から供給される空気

と熱源側冷媒との間で熱交換を行なうものである。

[0028] アキュムレータ一 1 9 は、圧縮機 1 0 の吸入側に設けられており、暖房運

転モー ド時と冷房運転モー ド時の違いによる余剰冷媒、過渡的な運転の変化

(たとえば、室内機 2 の運転台数の変化）や負荷条件によって発生 した余剰

冷媒を貯留するものである。このアキュムレータ一 1 9 では、高沸点の冷媒

が多く含まれる液相と、低沸点の冷媒が多く含まれる気相に分離される。そ

して、高沸点の冷媒が多く含まれる液相の冷媒が、アキュムレータ一 1 9 内

に貯留される。このため、アキュムレータ一 1 9 内に液相の冷媒が存在する

と、空気調和装置 1 0 0 を循環する冷媒組成は低沸点冷媒が多くなる傾向を

示す。

[0029] また、室外機 1 には制御装置 5 7 が搭載されている。制御装置 5 7 は、後

述する熱媒体変換機 3 の制御装置から送信される組成情報をもとに、室外機

1 に搭載されている圧縮機 1 0 等の作動要素 （ァクチユエ一タ一）を制御 し

ている。

[0030] [ 室内機 2 ]

室内機 2 には、それぞれ利用側熱交換器 2 6 が搭載されている。この利用

側熱交換器 2 6 は、配管 5 によつて熱媒体変換機 3 の熱媒体流量調整装置 2

5 と第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 に接続されている。この利用側熱交換器 2

6 は、図示省略のファン等の送風機から供給される空気と熱媒体との間で熱

交換を行ない、室内空間 7 に供給するための暖房用空気あるいは冷房用空気



を生成するものである。

[0031 ] この図 2 では、 4 台の室内機 2 が熱媒体変換機 3 に接続 されている場合を

例 に示 してお り、紙面下か ら室内機 2 a 、室内機 2 b 、室内機 2 c 、室内機

2 d と して図示 している。 また、室内機 2 a 〜室内機 2 d に応 じて、利用側

熱交換器 2 6 も、紙面下側か ら利用側熱交換器 2 6 a 、利用側熱交換器 2 6

b 、利用側熱交換器 2 6 c 、利用側熱交換器 2 6 d と して図示 している。な

お、室内機 2 の接続台数 を図 2 に示す 4 台に限定するものではない。

[0032] [ 熱媒体変換機 3 ]

熱媒体変換機 3 には、冷媒 と熱媒体 とが熱交換する 2 つの熱媒体間熱交換

器 1 5 、冷媒を減圧させる 2 つの絞 り装置 1 6 、冷媒配管 4 の流路 を開閉す

る 2 つの開閉装置 1 7 、冷媒流路 を切 り替える 2 つの第 2 冷媒流路切替装置

8 、熱媒体を循環 させる 2 つのポンプ 2 1 、配管 5 の一方に接続 される4

つの第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 、配管 5 の他方に接続 される4 つの第 2 熱

媒体流路切替装置 2 3 、及び、第 2 熱媒体流路切替装置 2 2 が接続 される方

の配管 5 に接続 される4 つの熱媒体流量調整装置 2 5 が設けられている。

[0033] 2 つの熱媒体間熱交換器 1 5 (熱媒体間熱交換器 1 5 a 、熱媒体間熱交換

器 1 5 b 、以下まとめて熱媒体間熱交換器 1 5 と称することもある）は、凝

縮器 （放熱器）又は蒸発器 と して機能 し、熱源側冷媒 と熱媒体 とで熱交換 を

行ない、室外機 1 で生成 され熱源側冷媒に貯え られた冷熱又は温熱を熱媒体

に伝達するものである。熱媒体間熱交換器 1 5 a は、冷媒循環回路 A におけ

る絞 り装置 1 6 a と第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a との間に設けられてお り、

冷房暖房混在運転モ一 ド時において熱媒体の冷却に供するものである。 また

、熱媒体間熱交換器 1 5 b は、冷媒循環回路 A における絞 り装置 1 6 b と第

2 冷媒流路切替装置 1 8 b との間に設けられてお り、冷房暖房混在運転モー

ド時において熱媒体の加熱に供するものである。

[0034] 2 つの絞 り装置 1 6 (絞 り装置 1 6 a 、絞 り装置 1 6 b 、以下まとめて絞

り装置 1 6 と称することもある）は、減圧弁や膨張弁 と しての機能を有 し、

熱源側冷媒を減圧 して膨張させるものである。絞 り装置 1 6 a は、全冷房運



転モー ド時の熱源側冷媒の流れにおいて熱媒体間熱交換器 1 5 a の上流側に

設けられている。絞 り装置 1 6 b は、全冷房運転モー ド時の熱源側冷媒の流

れにおいて熱媒体間熱交換器 1 5 b の上流側に設けられている。 2 つの絞 り

装置 1 6 は、開度が可変に制御可能なもの、たとえば電子式膨張弁等で構成

するとよい。

[0035] 2 つの開閉装置 1 7 (開閉装置 1 7 a 、開閉装置 1 7 b ) は、二方弁等で

構成されており、冷媒配管 4 を開閉するものである。開閉装置 1 7 a は、熱

源側冷媒の入口側における冷媒配管 4 に設けられている。開閉装置 1 7 b は

、熱源側冷媒の入口側と出口側の冷媒配管 4 を接続 した配管に設けられてい

る。

[0036] 2 つの第 2 冷媒流路切替装置 1 8 (第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a 、第 2 冷

媒流路切替装置 1 8 b 、以下まとめて第 2 冷媒流路切替装置 1 8 と称するこ

ともある）は、たとえば四方弁等で構成され、運転モー ドに応 じて熱源側冷

媒の流れを切 り替えるものである。第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a は、全冷房

運転モー ド時の熱源側冷媒の流れにおいて熱媒体間熱交換器 1 5 a の下流側

に設けられている。第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b は、全冷房運転モー ド時の

熱源側冷媒の流れにおいて熱媒体間熱交換器 1 5 b の下流側に設けられてい

る。

[0037] 2 つのポンプ2 1 (ポンプ2 1 a 、ポンプ2 1 b 、以下まとめてポンプ2

1 と称することもある）は、配管 5 内の熱媒体を循環させるものである。ポ

ンプ2 1 a は、熱媒体間熱交換器 1 5 a と第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 との

間における配管 5 に設けられている。ポンプ2 1 b は、熱媒体間熱交換器 1

5 b と第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 との間における配管 5 に設けられている

。 2 つのポンプ2 1 は、たとえば容量制御可能なポンプ等で構成するとよい

。なお、ポンプ2 1 a を、熱媒体間熱交換器 1 5 a と第 1熱媒体流路切替装

置 2 2 との間における配管 5 に設けてもよい。また、ポンプ2 1 b を、熱媒

体間熱交換器 1 5 b と第 1熱媒体流路切替装置 2 2 との間における配管 5 に

設けてもよい。



[0038] 4 つの第 1熱媒体流路切替装置 2 2 (第 1熱媒体流路切替装置 2 2 a 〜第

熱媒体流路切替装置 2 d 、以下まとめて第 1熱媒体流路切替装置 2 と

称することもある）は、三方弁等で構成されており、熱媒体の流路を切 り替

えるものである。第 1熱媒体流路切替装置 2 2 は、室内機 2 の設置台数に応

じた個数 （ここでは4 つ）が設けられるようになつている。第 1熱媒体流路

切替装置 2 2 は、三方のうちの一つが熱媒体間熱交換器 1 5 a に、三方のう

ちの一つが熱媒体間熱交換器 1 5 b に、三方のうちの一つが熱媒体流量調整

装置 2 5 に、それぞれ接続され、利用側熱交換器 2 6 の熱媒体流路の出口側

に設けられている。なお、室内機 2 に対応させて、紙面下側から第 1熱媒体

流路切替装置 2 2 a 、第 1熱媒体流路切替装置 2 2 b 、第 1熱媒体流路切替

装置 2 2 c 、第 1熱媒体流路切替装置 2 2 d として図示 している。また、熱

媒体流路の切替には、一方から他方への完全な切替だけでなく、一方から他

方への部分的な切替も含んでいるものとする。

[0039] 4 つの第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 (第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 a 〜第

2 熱媒体流路切替装置 2 3 d 、以下まとめて第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 と

称することもある）は、三方弁等で構成されており、熱媒体の流路を切 り替

えるものである。第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 は、室内機 2 の設置台数に応

じた個数 （ここでは4 つ）が設けられるようになつている。第 2 熱媒体流路

切替装置 2 3 は、三方のうちの一つが熱媒体間熱交換器 1 5 a に、三方のう

ちの一つが熱媒体間熱交換器 1 5 b に、三方のうちの一つが利用側熱交換器

2 6 に、それぞれ接続され、利用側熱交換器 2 6 の熱媒体流路の入口側に設

けられている。なお、室内機 2 に対応させて、紙面下側から第 2 熱媒体流路

切替装置 2 3 a 、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 b 、第 2 熱媒体流路切替装置

2 3 c 、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 d として図示 している。また、熱媒体

流路の切替には、一方から他方への完全な切替だけでなく、一方から他方へ

の部分的な切替も含んでいるものとする。

[0040] 4 つの熱媒体流量調整装置 2 5 (熱媒体流量調整装置 2 5 a 〜熱媒体流量

調整装置 2 5 d 、以下まとめて熱媒体流量調整装置 2 5 と称することもある



) は、開口面積 を制御できる二方弁等で構成 されてお り、配管 5 に流れる熱

媒体の流量を制御するものである。熱媒体流量調整装置 2 5 は、室内機 2 の

設置台数 に応 じた個数 （ここでは 4 つ）が設けられるようになつている。熱

媒体流量調整装置 2 5 は、一方が利用側熱交換器 2 6 に、他方が第 1 熱媒体

流路切替装置 2 2 に、それぞれ接続 され、利用側熱交換器 2 6 の熱媒体流路

の出口側 に設けられている。なお、室内機 2 に対応させて、紙面下側か ら熱

媒体流量調整装置 2 5 a 、熱媒体流量調整装置 2 5 b 、熱媒体流量調整装置

2 5 c 熱媒体流量調整装置 2 5 d と して図示 している。 また、熱媒体流量

調整装置 2 5 を利用側熱交換器 2 6 の熱媒体流路の入口側 に設けてもよい。

[0041 ] また、熱媒体変換機 3 には、各種検出手段 （2 つの第 1 温度センサ一 3

、 4 つの第 2 温度センサ一 3 4 、 4 つの第 3 温度センサ一 3 5 、 1 つの第 4

温度センサ一 5 0 、圧力センサ一 3 6 ) が設 けられている。 これ らの検出手

段で検出された情報 （たとえば、温度情報や圧力情報）は、空気調和装置 1

0 0 の動作を統括制御する制御装置 5 8 に送 られ、圧縮機 1 0 の駆動周波数

、熱源側熱交換器 1 2 及び利用側熱交換器 2 6 近傍 に設けられる図示省略の

送風機の回転数、第 1 冷媒流路切替装置 1 1 の切 り替え、ポンプ 2 1 の駆動

周波数、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 の切 り替え、熱媒体の流路の切替等の制

御 に利用されることになる。

[0042] 制御装置 5 8 は、マイコン等で構成 されてお り、熱媒体変換機 3 の演算装

置 5 2 での冷媒組成の算出結果に基づいて、蒸発温度、凝縮温度、飽和温度

、過熱度、及び過冷却度 を計算する。そ して、制御装置 5 8 は、 これ らの計

算結果に基づいて、絞 り装置 1 6 の開度、圧縮機 1 0 の回転数、熱源側熱交

換器 1 2 や利用側熱交換器 2 6 の送風機の速度 （O N / O F F 含む）等を制

御 し、空気調和装置 1 0 0 のパ フ才一マンスが最大になるようにする。

[0043] その他 に、制御装置 5 8 は、各種検知手段での検知情報及び リモコンか ら

の指示に基づいて、圧縮機 1 0 の駆動周波数、送風機の回転数 （O N / O F

F 含む）、第 1 冷媒流路切替装置 1 1 の切 り替え、ポンプ 2 1 の駆動、絞 り

装置 1 6 の開度、開閉装置 1 7 の開閉、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 の切 り替



え、第 1熱媒体流路切替装置 2 2 の切 り替え、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

の切 り替え、及び、熱媒体流量調整装置 2 5 の開度等を制御するものである

。すなわち、制御装置 5 8 は、後述する各運転モー ドを実行するために、各

種機器を統括制御するものである。

[0044] また、制御装置 5 8 には演算装置 5 2 が搭載されている。この演算装置 5

2 は、冷媒組成を算出する機能を有 している。この演算装置 5 2 にはR O M

が設けられている。このR O Mには、冷媒組成の値ごとに、液ェンタルピ一

と冷媒温度との相関、飽和液ェンタルピーと冷媒温度との相関、及び、飽和

ガスェンタルピーと冷媒温度との相関を示す物性テ一プルが記憶されている

[0045] なお、演算装置 5 2 の物性テ一プルは、たとえば空気調和装置 1 0 0 の設

置後などに、設定 しなおすことができる。また、演算装置 5 2 には、上述の

相関を示す物性テ一プルがR O Mに記憶されていると述べたが、テ一プルで

はなく定式化された関数が記憶されていてもよい。さらに、蒸発温度と露点

温度の検知機構については、後段で詳細に説明するものとする。

[0046] なお、室外機 1 にも制御装置 5 7 が設けられており、制御装置 5 8 からの

送信される情報をもとに、室外機 1 のァクチユエ一タ一を制御するようにな

つている。制御装置 5 8 は、制御装置 5 7 と別体であるものとして説明 して

いるが、同体であってもよい。

なお、本実施の形態においては、演算装置 5 2 は熱媒体変換機 3 の制御装

置 5 7 に搭載されているが、室外機 1 の制御装置 5 7 に演算装置 5 2 を搭載

し、各種演算及びァクチユエ一タの制御を行つてもよい。

[0047] 2 つの第 1温度センサ一 3 1 (第 1温度センサ一 3 1 a 、第 1温度センサ

- 3 b 、以下まとめて第 1温度センサ一 3 と称することもある）は、熱

媒体間熱交換器 1 5 から流出した熱媒体、つまり熱媒体間熱交換器 1 5 の出

口における熱媒体の温度を検出するものであり、たとえばサ一ミスタ一等で

構成するとよい。第 1温度センサ一 3 a は、ポンプ2 a の入口側におけ

る配管 5 に設けられている。第 1温度センサ一 3 b は、ポンプ2 b の入



口側 における配管 5 に設けられている。

[0048] 4 つの第 2 温度センサ一 3 4 (第 2 温度センサ一 3 4 a 〜第 2 温度センサ

— 3 4 d 、以下まとめて第 2 温度センサ一 3 4 と称することもある）は、第

熱媒体流路切替装置 2 と熱媒体流量調整装置 2 5 との間に設けられ、利

用側熱交換器 2 6 か ら流出 した熱媒体の温度 を検出するものであ り、サ一ミ

スター等で構成するとよい。第 2 温度センサ一 3 4 は、室内機 2 の設置台数

に応 じた個数 （ここでは 4 つ）が設けられるようになつている。なお、室内

機 2 に対応させて、紙面下側か ら第 2 温度センサ一 3 4 a 、第 2 温度センサ

— 3 4 b 、第 2 温度センサ一 3 4 c 、第 2 温度センサ一 3 4 d と して図示 し

ている。

[0049] 4 つの第 3 温度センサ一 3 5 (第 3 温度センサ一 3 5 a 〜第 3 温度センサ

— 3 5 d 、以下まとめて第 3 温度センサ一 3 5 と称することもある）は、熱

媒体間熱交換器 1 5 の熱源側冷媒の入口側 または出口側 に設けられ、熱媒体

間熱交換器 1 5 に流入する熱源側冷媒の温度 または熱媒体間熱交換器 1 5 か

ら流出 した熱源側冷媒の温度 を検出するものであ り、サ一ミスタ一等で構成

するとよい。第 3 温度センサ一 3 5 a は、熱媒体間熱交換器 1 5 a と第 2 冷

媒流路切替装置 1 8 a との間に設けられている。第 3 温度センサ一 3 5 b は

、熱媒体間熱交換器 1 5 a と絞 り装置 1 6 a との間に設けられている。第 3

温度センサ一 3 5 c は、熱媒体間熱交換器 1 5 b と第 2 冷媒流路切替装置 1

8 b との間に設けられている。第 3 温度センサ一 3 5 d は、熱媒体間熱交換

器 1 5 b と絞 り装置 1 6 b との間に設けられている。

[0050] 第 4 温度センサー 5 0 は、蒸発温度 と露点温度 を算出する際に使用する温

度情報 を得 るものであ り、絞 り装置 1 6 a と絞 り装置 1 6 b の間に設けられ

ている。第 4 温度センサ一 5 0 は、たとえばサ一ミスター等で構成するとよ

い。

[0051 ] 圧力センサ一 3 6 は、第 3 温度センサ一 3 5 d の設置位置 と同様 に、熱媒

体間熱交換器 1 5 b と絞 り装置 1 6 b との間に設けられ、熱媒体間熱交換器

5 b と絞 り装置 1 6 b との間を流れる熱源側冷媒の圧力を検知するもので



ある。

[0052] 熱媒体を循環させるための配管 5 は、熱媒体間熱交換器 1 5 a に接続され

るものと、熱媒体間熱交換器 1 5 b に接続されるものと、で構成されている

。配管 5 は、熱媒体変換機 3 に接続される室内機 2 の台数に応 じて分岐 （こ

こでは、各 4 分岐）されている。そして、配管 5 は、第 1熱媒体流路切替装

置 2 2 、及び、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 で接続されている。第 1熱媒体

流路切替装置 2 2 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 を制御することで、熱媒

体間熱交換器 1 5 a からの熱媒体を利用側熱交換器 2 6 に流入させるか、熱

媒体間熱交換器 1 5 b からの熱媒体を利用側熱交換器 2 6 に流入させるか、

が決定されるようになつている。

[0053] [ 蒸発温度と露点温度の検知機構]

次に、演算装置 5 2 が算出する各種物理量について説明する。

なお、詳細は後述するが、本発明においては、 4 つの運転モー ド、全冷房

運転モー ド （以下 全冷と記す）、冷房主体運転モー ド （以下 冷主と記す

) 、暖房主体運転モー ド （以下、暖主と記す）、全暖房運転モー ド （以下、

全暖と記す）が存在する。そのため、冷媒の流れ変更が変わるため、同 じ温

度センサ一であっても、絞 り装置 （絞 り装置 1 6 a 、絞 り装置 1 6 b ) の上

流側になつたり、下流側になったりする。

[0054] 演算装置 5 2 は、物性テ一プルと、絞 り装置 1 6 b の入口側の温度を検出

する第4 温度センサ一 5 0 (全冷時）または絞 り装置 1 6 b の出口側の温度

を検出する第 3 温度センサ一 3 5 d (冷主、暖主、全暖）の検知結果と、に

基づいて、絞 り装置 1 6 b に流入する冷媒の液ェンタルピ一 （入口液ェンタ

ルビ一）を算出することができる。

また、演算装置 5 2 は、この物性テ一プルと、第4 温度センサ一 5 0 (冷

主、暖主、全暖）または第 3 温度センサ一 3 5 d (全冷）の検知結果に基づ

いて、絞 り装置 1 6 b から流出した冷媒の飽和液ェンタルピ一、及び飽和ガ

スェンタルピ一をそれぞれ算出する。

[0055] なお、演算装置 5 2 は、飽和液ェンタルピ一及び飽和ガスェンタルピ一を



算出するときにおいて、正確な冷媒組成の値がわかっていないが、仮の冷媒

組成の値を設定 して、これらを算出する。すなわち、この設定された冷媒組

成の値に対応する物性テ一プルと、第4 温度センサ一 5 0 (全冷）または第

3 温度センサ一 3 5 d (冷主、暖主、全暖）との検知結果に基づいて入口液

ェンタルピ一を算出し、また、該物性テ一プルと第4 温度センサ一 5 0 (冷

主、暖主、全暖）または第 3 温度センサ一 3 5 d (全冷）の検知結果に基づ

いて飽和液ェンタルピ一及び飽和ガスェンタルピ一を算出するということで

ある。このように、正確な冷媒組成の値がわかっていなくとも、空気調和装

置 1 0 0 は、蒸発温度および露点温度を精度よく算出することができる。

[0056] 演算装置 5 2 は、算出された入口液ェンタルピ一、飽和液ェンタルピ一、

及び飽和ガスェンタルピーに基づいて、乾き度を算出することができる。こ

の乾き度を算出する際の式は、以下に示す式 1 から算出する。

[数1]

X r = ( H i n —H I s ) ( H g s —H I s )

[0057] そ して、演算装置 5 2 は、この乾き度、および、温度勾配に基づいて、蒸

発温度を算出する。この蒸発温度を算出する際の式は、以下に示す式 2 から

算出する。本発明における温度勾配 ∆ Τ とは、図 7 に示すように所定圧力 P

における露点温度 T d e w と沸騰温度 T b u b の差である。出口温度センサ

—の検知値をT H 2 としている。なお、図 7 は、温度勾配 ∆ Τ の定義を示す

図である。図 7 では、横軸がェンタルピ一を、縦軸が圧力を、それぞれ示 し

ている。

[数2]

T e * = T H 2 + 厶T X ( 0 . 5 X r )

[0058] また、演算装置 5 2 は、この乾き度、および、温度勾配に基づいて、露点

温度を算出する。この露点温度を算出する際の式は、以下に示す式 3 から算

出する。

[数3]

T d e w * = Τ Η 2 + ∆ Τ Χ ( 1 . 0 - X r )



[0059] [ 運転モー ド]

空気調和装置 1 0 0 は、圧縮機 1 0 、第 1 冷媒流路切替装置 1 1 、熱源側

熱交換器 1 2 、開閉装置 1 7 、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 、熱媒体間熱交換

器 1 5 の冷媒流路、絞 り装置 1 6 、及び、 アキュム レータ一 1 9 を、冷媒配

管 4 で接続 して冷媒循環回路 A を構成 している。 また、熱媒体間熱交換器 1

5 の熱媒体流路、ポンプ 2 1 、第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 、熱媒体流量調

整装置 2 5 、利用側熱交換器 2 6 、及び、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 を、

配管 5 で接続 して熱媒体循環回路 B を構成 している。つまり、熱媒体間熱交

換器 1 5 のそれぞれに複数台の利用側熱交換器 2 6 が並列に接続 され、熱媒

体循環回路 B を複数系統 と しているのである。

[0060] よって、空気調和装置 1 0 0 では、室外機 1 と熱媒体変換機 3 とが、熱媒

体変換機 3 に設けられている熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器

1 5 b を介 して接続 され、熱媒体変換機 3 と室内機 2 とも、熱媒体間熱交換

器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b を介 して接続 されている。すなわち、

空気調和装置 1 0 0 では、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1

5 b で冷媒循環回路 A を循環する熱源側冷媒 と熱媒体循環回路 B を循環する

熱媒体 とが熱交換するようになつている。

[0061 ] 空気調和装置 1 0 0 が実行する各運転モー ドについて説明する。 この空気

調和装置 1 0 0 は、各室内機 2 か らの指示に基づいて、その室内機 2 で冷房

運転あるいは暖房運転が可能になっている。つまり、空気調和装置 1 0 0 は

、室内機 2 の全部で同一運転 をすることができるとともに、室内機 2 のそれ

ぞれで異なる運転 をすることができるようになつている。

[0062] 空気調和装置 1 0 0 が実行する運転モー ドには、駆動 している室内機 2 の

全てが冷房運転 を実行する全冷房運転モー ド、駆動 している室内機 2 の全て

が暖房運転 を実行する全暖房運転モー ド、冷房負荷の方が大 きい冷房暖房混

在運転モー ドと しての冷房主体運転モー ド、及び、暖房負荷の方が大 きい冷

房暖房混在運転モー ドと しての暖房主体運転モー ドがある。以下に、各運転

モ一 ドについて、熱源側冷媒及び熱媒体の流れ とともに説明する。



[0063] [ 全冷房運転モー ド]

図 3 は、図 2 に示す空気調和装置 1 0 0 の全冷房運転モー ド時における冷

媒の流れを示す冷媒回路図である。この図 3 では、利用側熱交換器 2 6 a 及

び利用側熱交換器 2 6 b でのみ冷熱負荷が発生 している場合を例に全冷房運

転モー ドについて説明する。なお、図 3 では、太線で表された配管が冷媒 （

熱源側冷媒及び熱媒体）の流れる配管を示 している。また、図 3 では、熱源

側冷媒の流れ方向を実線矢印で、熱媒体の流れ方向を破線矢印で示 している

[0064] 図 3 に示す全冷房運転モー ドの場合、室外機 1 では、第 1冷媒流路切替装

置 1 1 を、圧縮機 1 0 から吐出された熱源側冷媒を熱源側熱交換器 1 2 へ流

入させるように切 り替える。熱媒体変換機 3 では、ポンプ2 1 a 及びポンプ

b を駆動させ、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5

b を開放 し、熱媒体流量調整装置 2 5 c 及び熱媒体流量調整装置 2 5 d を全

閉とし、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b のそれぞれと

利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b との間を熱媒体が循環する

ようにしている。

[0065] まず始めに、冷媒循環回路 A における熱源側冷媒の流れについて説明する

低温 低圧の冷媒が圧縮機 1 0 によって圧縮され、高温 高圧のガス冷媒

となって吐出される。圧縮機 1 0 から吐出された高温 高圧のガス冷媒は、

第 1冷媒流路切替装置 1 1 を介 して熱源側熱交換器 1 2 に流入する。そして

、熱源側熱交換器 1 2 で室外空気に放熱 しながら高圧の液冷媒となる。熱源

側熱交換器 1 2 から流出した高圧冷媒は、逆止弁 1 3 a を通って、室外機 1

から流出し、冷媒配管 4 を通って熱媒体変換機 3 に流入する。熱媒体変換機

3 に流入 した高圧冷媒は、開閉装置 1 7 a を経由した後に分岐されて絞 り装

置 1 6 a 及び絞 り装置 1 6 b で膨張させられて、低温 ' 低圧の二相冷媒とな

る。なお、開閉装置 1 7 b は閉となっている。

[0066] この二相冷媒は、蒸発器として作用する熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒



体間熱交換器 1 5 b のそれぞれに流入 し、熱媒体循環回路 B を循環する熱媒

体から吸熱することで、熱媒体を冷却 しながら、低温 低圧のガス冷媒とな

る。熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b から流出したガス

冷媒は、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a 、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b を介 し

、熱媒体変換機 3 から流出し、冷媒配管 4 を通って再び室外機 1へ流入する

。室外機 1 に流入 した冷媒は、逆止弁 1 3 d を通って、第 1冷媒流路切替装

置 1 1 及びアキュムレータ一 1 9 を介 して、圧縮機 1 0 へ再度吸入される。

[0067] このとき、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a 及び第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b

は低圧配管と連通されている。また、絞 り装置 1 6 a は、第 3 温度センサ一

3 5 a で検知された温度と第 3 温度センサ一 3 5 b で検知された温度との差

として得 られるスーパ一ヒ一 卜 （過熱度）が一定になるように開度が制御さ

れる。同様に、絞 り装置 1 6 b は、第 3 温度センサ一 3 5 c で検知された温

度と第 3 温度センサ一 3 5 d で検知された温度との差として得 られるスーパ

—ヒー トが一定になるように開度が制御される。

[0068] 次に、熱媒体循環回路 B における熱媒体の流れについて説明する。

全冷房運転モー ドでは、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1

5 b の双方で熱源側冷媒の冷熱が熱媒体に伝えられ、冷やされた熱媒体がポ

ンプ2 a 及びポンプ2 b によって配管 5 内を流動させられることになる

。ポンプ2 1 a 及びポンプ2 b で加圧されて流出した熱媒体は、第 2 熱媒

体流路切替装置 2 3 a 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 b を介 して、利用側

熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流入する。そして、熱媒体が利

用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b で室内空気から吸熱すること

で、室内空間 7 の冷房を行なう。

[0069] それから、熱媒体は、利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b か

ら流出して熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b に流入

する。このとき、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b

の作用によって熱媒体の流量が室内にて必要とされる空調負荷を賄うのに必

要な流量に制御されて利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流



入するようになっている。熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装

置 2 5 b か ら流出 した熱媒体は、第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 a 及び第 1 熱

媒体流路切替装置 2 2 b を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱

交換器 1 5 b へ流入 し、再びポンプ 2 a 及びポンプ 2 b へ吸い込 まれる

[0070] なお、利用側熱交換器 2 6 の配管 5 内では、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

か ら熱媒体流量調整装置 2 5 を経由 して第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 へ至る

向きに熱媒体が流れている。 また、室内空間 7 にて必要 とされる空調負荷は

、第 1 温度センサ一 3 1 a で検知された温度、あるいは、第 1 温度センサ一

3 b で検知された温度 と第 2 温度センサ一 3 4 で検知された温度 との差 を

目標値 と して保つように制御することにより、賄 うことができる。熱媒体間

熱交換器 1 5 の出口温度は、第 1 温度センサ一 3 1 a または第 1 温度センサ

— 3 1 b の どち らの温度 を使用 してもよい し、 これ らの平均温度 を使用 して

もよい。 このとき、第 1 熱媒体流路切替装置 2 及び第 2 熱媒体流路切替装

置 2 3 は、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b の双方へ流

れる流路が確保 されるように、中間的な開度 に している。

[0071 ] 全冷房運転モー ドを実行する際、熱負荷のない利用側熱交換器 2 6 (サー

モオフを含む）へは熱媒体を流す必要がないため、熱媒体流量調整装置 2 5

により流路 を閉 じて、利用側熱交換器 2 6 へ熱媒体が流れないようにする。

図 3 においては、利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b において

は熱負荷があるため熱媒体を流 しているが、利用側熱交換器 2 6 c 及び利用

側熱交換器 2 6 d においては熱負荷がな く、対応する熱媒体流量調整装置 2

5 c 及び熱媒体流量調整装置 2 5 d を全閉と している。そ して、利用側熱交

換器 2 6 c や利用側熱交換器 2 6 d か ら熱負荷の発生があった場合には、熱

媒体流量調整装置 2 5 c や熱媒体流量調整装置 2 5 d を開放 し、熱媒体を循

環 させればよい。

[0072] 全冷房運転モー ド時において、第 4 温度センサ一 5 0 の設置位置における

冷媒は液冷媒であ り、 この第 4 温度センサ一 5 0 か らの温度情報 をもとに演



算装置 5 2 によって、入口液ェンタルピ一を算出する。また、全冷房運転モ

- ド時において、第 3 温度センサ一 3 5 d から低圧二相温状態の温度を検知

し、この温度情報をもとに演算装置 5 2 によって飽和液ェンタルピ一及び飽

和ガスェンタルピ一を算出する。これらの情報をもとに、後述する方法にて

蒸発温度 T e * と露点温度 T d e w * を求める。

[0073] [ 全暖房運転モー ド]

図4 は、図 2 に示す空気調和装置 1 0 0 の全暖房運転モー ド時における冷

媒の流れを示す冷媒回路図である。この図4 では、利用側熱交換器 2 6 a 及

び利用側熱交換器 2 6 b でのみ温熱負荷が発生 している場合を例に全暖房運

転モー ドについて説明する。なお、図4 では、太線で表された配管が冷媒 （

熱源側冷媒及び熱媒体）の流れる配管を示 している。また、図4 では、熱源

側冷媒の流れ方向を実線矢印で、熱媒体の流れ方向を破線矢印で示 している

[0074] 図 4 に示す全暖房運転モー ドの場合、室外機 1 では、第 1冷媒流路切替装

置 1 1 を、圧縮機 1 0 から吐出された熱源側冷媒を、熱源側熱交換器 1 2 を

経由させずに熱媒体変換機 3 へ流入させるように切 り替える。熱媒体変換機

3 では、ポンプ2 1 a 及びポンプ2 1 b を駆動させ、熱媒体流量調整装置 2

5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b を開放 し、熱媒体流量調整装置 2 5 c 及

び熱媒体流量調整装置 2 5 d を全閉とし、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒

体間熱交換器 1 5 b のそれぞれと利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器

2 6 b との間を熱媒体が循環するようにしている。

[0075] まず始めに、冷媒循環回路 A における熱源側冷媒の流れについて説明する

低温 低圧の冷媒が圧縮機 1 0 によって圧縮され、高温 高圧のガス冷媒

となって吐出される。圧縮機 1 0 から吐出された高温 高圧のガス冷媒は、

第 1冷媒流路切替装置 1 1、逆止弁 1 3 b を通り、室外機 1 から流出する。

室外機 1 から流出した高温 高圧のガス冷媒は、冷媒配管 4 を通って熱媒体

変換機 3 に流入する。熱媒体変換機 3 に流入 した高温 高圧のガス冷媒は、



分岐されて第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a 及び第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b を

通って、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b のそれぞれに

流入する。

[0076] 熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b に流入 した高温 高

圧のガス冷媒は、熱媒体循環回路 B を循環する熱媒体に放熱 しながら凝縮液

化 し、高圧の液冷媒となる。熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器

1 5 b から流出した液冷媒は、絞 り装置 1 6 a 及び絞 り装置 1 6 b で膨張さ

せられて、低温 低圧の二相冷媒となる。この二相冷媒は、開閉装置 1 7 b

を通って、熱媒体変換機 3 から流出し、冷媒配管 4 を通って再び室外機 1へ

流入する。なお、開閉装置 1 7 a は閉となっている。

[0077] 室外機 1 に流入 した冷媒は、逆止弁 1 3 c を通って、蒸発器として作用す

る熱源側熱交換器 1 2 に流入する。そして、熱源側熱交換器 1 2 に流入 した

冷媒は、熱源側熱交換器 1 2 で室外空気から吸熱 して、低温 ' 低圧のガス冷

媒となる。熱源側熱交換器 1 2 から流出した低温 低圧のガス冷媒は、第 1

冷媒流路切替装置 1 1 及びアキュムレータ一 1 9 を介 して圧縮機 1 0 へ再度

吸入される。

[0078] このとき、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a 及び第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b

は高圧配管と連通されている。また、絞 り装置 1 6 a は、圧力センサ一 3 6

で検知された圧力を飽和温度に換算 した値と第 3 温度センサ一 3 5 b で検知

された温度との差として得 られるサブクール （過冷却度）が一定になるよう

に開度が制御される。同様に、絞 り装置 1 6 b は、圧力センサ一 3 6 で検知

された圧力を飽和温度に換算 した値と第 3 温度センサ一 3 5 d で検知された

温度との差として得 られるサブクールが一定になるように開度が制御される

。なお、熱媒体間熱交換器 1 5 の中間位置の温度が測定できる場合は、その

中間位置での温度を圧力センサ一 3 6 の代わりに用いてもよく、安価にシス

テムを構成できる。

[0079] 次に、熱媒体循環回路 B における熱媒体の流れについて説明する。

全暖房運転モー ドでは、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1



5 b の双方で熱源側冷媒の温熱が熱媒体に伝え られ、暖め られた熱媒体がポ

ンプ 2 a 及びポンプ 2 b によって配管 5 内を流動させ られることになる

。ポンプ 2 1 a 及びポンプ 2 b で加圧されて流出 した熱媒体は、第 2 熱媒

体流路切替装置 2 3 a 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 b を介 して、利用側

熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流入する。そ して、熱媒体が利

用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b で室内空気に放熱することで

、室内空間 7 の暖房を行なう。

[0080] それか ら、熱媒体は、利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b か

ら流出 して熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b に流入

する。 このとき、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b

の作用によって熱媒体の流量が室内にて必要 とされる空調負荷 を賄 うのに必

要な流量に制御 されて利用側熱交換器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流

入するようになっている。熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装

置 2 5 b か ら流出 した熱媒体は、第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 a 及び第 1 熱

媒体流路切替装置 2 2 b を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱

交換器 1 5 b へ流入 し、再びポンプ 2 a 及びポンプ 2 b へ吸い込 まれる

[0081 ] なお、利用側熱交換器 2 6 の配管 5 内では、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

か ら熱媒体流量調整装置 2 5 を経由 して第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 へ至る

向きに熱媒体が流れている。 また、室内空間 7 にて必要 とされる空調負荷は

、第 1 温度センサ一 3 1 a で検知された温度、あるいは、第 1 温度センサ一

3 b で検知された温度 と第 2 温度センサ一 3 4 で検知された温度 との差 を

目標値 と して保つように制御することにより、賄 うことができる。熱媒体間

熱交換器 1 5 の出口温度は、第 1 温度センサ一 3 1 a または第 1 温度センサ

— 3 1 b の どち らの温度 を使用 してもよい し、 これ らの平均温度 を使用 して

もよい。

[0082] この とき、第 1 熱媒体流路切替装置 2 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

は、熱媒体間熱交換器 1 5 a 及び熱媒体間熱交換器 1 5 b の双方へ流れる流



路が確保されるように、中間的な開度にしている。また、本来、利用側熱交

換器 2 6 a は、その入口と出口の温度差で制御すべきであるが、利用側熱交

換器 2 6 の入口側の熱媒体温度は、第 1温度センサ一3 1 b で検知された温

度とほとんど同じ温度であり、第 1温度センサ一3 1 b を使用することによ

り温度センサ一の数を減らすことができ、安価にシステムを構成できる。

[0083] なお、熱負荷の有無によって、熱媒体流量調整装置 2 5 の開閉を制御すれ

ばよいことは全冷房運転モ一 ドで説明した通りである。

[0084] 全暖房運転モ一 ド時において、第 3 温度センサ一3 5 d の設置位置におけ

る冷媒は液冷媒であり、この第 3 温度センサ一3 5 d からの温度情報をもと

に演算装置 5 2 によって、入口液ェンタルピ一を算出する。また、第4 温度

センサ一 5 0 から低圧二相温状態の温度を検知 し、この温度情報をもとに演

算装置 5 2 によつて飽和液ェンタルピ一及び飽和ガスェンタルピ一を算出す

る。これらの情報をもとに、後述する方法にて蒸発温度 T e * と露点温度 T

d e w * を求める。

[0085] [ 冷房主体運転モー ド]

図 5 は、図 2 に示す空気調和装置 1 0 0 の冷房主体運転モー ド時における

冷媒の流れを示す冷媒回路図である。この図 5 では、利用側熱交換器 2 6 a

で冷熱負荷が発生 し、利用側熱交換器 2 6 b で温熱負荷が発生 している場合

を例に冷房主体運転モー ドについて説明する。なお、図 5 では、太線で表さ

れた配管が冷媒 （熱源側冷媒及び熱媒体）の循環する配管を示 している。ま

た、図 5 では、熱源側冷媒の流れ方向を実線矢印で、熱媒体の流れ方向を破

線矢印で示 している。

[0086] 図 5 に示す冷房主体運転モー ドの場合、室外機 1 では、第 1冷媒流路切替

装置 1 1 を、圧縮機 1 0 から吐出された熱源側冷媒を熱源側熱交換器 1 2 へ

流入させるように切り替える。熱媒体変換機 3 では、ポンプ2 1 a 及びボン

プ2 b を駆動させ、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2

5 b を開放 し、熱媒体流量調整装置 2 5 c 及び熱媒体流量調整装置 2 5 d を

全閉とし、熱媒体間熱交換器 1 5 a と利用側熱交換器 2 6 a との間を、熱媒



体間熱交換器 1 5 b と利用側熱交換器 2 6 b との間を、それぞれ熱媒体が循

環するようにしている。

[0087] まず始めに、冷媒循環回路 A における熱源側冷媒の流れについて説明する

低温 低圧の冷媒が圧縮機 1 0 によって圧縮され、高温 高圧のガス冷媒

となって吐出される。圧縮機 1 0 から吐出された高温 高圧のガス冷媒は、

第 1冷媒流路切替装置 1 1 を介 して熱源側熱交換器 1 2 に流入する。そして

、熱源側熱交換器 1 2 で室外空気に放熱 しながら液冷媒となる。熱源側熱交

換器 1 2 から流出した冷媒は、室外機 1 から流出し、逆止弁 1 3 a 、冷媒配

管 4 を通って熱媒体変換機 3 に流入する。熱媒体変換機 3 に流入 した冷媒は

、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b を通って凝縮器として作用する熱媒体間熱交

換器 1 5 b に流入する。

[0088] 熱媒体間熱交換器 1 5 b に流入 した冷媒は、熱媒体循環回路 B を循環する

熱媒体に放熱 しながら、さらに温度が低下 した冷媒となる。熱媒体間熱交換

器 1 5 b から流出した冷媒は、絞 り装置 1 6 b で膨張させられて低圧二相冷

媒となる。この低圧二相冷媒は、絞 り装置 1 6 a を介 して蒸発器として作用

する熱媒体間熱交換器 1 5 a に流入する。熱媒体間熱交換器 1 5 a に流入 し

た低圧二相冷媒は、熱媒体循環回路 B を循環する熱媒体から吸熱することで

、熱媒体を冷却 しながら、低圧のガス冷媒となる。このガス冷媒は、熱媒体

間熱交換器 1 5 a から流出し、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a を介 して熱媒体

変換機 3 から流出し、冷媒配管 4 を通って再び室外機 1へ流入する。室外機

に流入 した冷媒は、逆止弁 1 3 d 、第 1冷媒流路切替装置 1 1 及びアキュ

ムレ一タ一 1 9 を介 して、圧縮機 1 0 へ再度吸入される。

[0089] このとき、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a は低圧配管と連通されており、一

方、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b は高圧側配管と連通されている。また、絞

り装置 1 6 b は、第 3 温度センサ一 3 5 a で検知された温度と第 3 温度セン

サ一 3 5 b で検知された温度との差として得 られるスーパ一 ヒ一 卜が一定に

なるように開度が制御される。また、絞 り装置 1 6 a は全開、開閉装置 1 7



a 、開閉装置 1 7 b は閉となっている。なお、絞 り装置 1 6 b は、圧力セン

サ一 3 6 で検知された圧力を飽和温度 に換算 した値 と第 3 温度センサ一 3 5

d で検知された温度 との差 と して得 られるサブクールが一定になるように開

度 を制御 してもよい。 また、絞 り装置 1 6 b を全開と し、絞 り装置 1 6 a で

スーパ 一 ヒ一 卜またはサブクールを制御するように してもよい。

[0090] 次 に、熱媒体循環回路 B における熱媒体の流れについて説明する。

冷房主体運転モー ドでは、熱媒体間熱交換器 1 5 b で熱源側冷媒の温熱が

熱媒体に伝え られ、暖め られた熱媒体がポンプ 2 1 b によって配管 5 内を流

動させ られることになる。 また、冷房主体運転モー ドでは、熱媒体間熱交換

器 1 5 a で熱源側冷媒の冷熱が熱媒体に伝え られ、冷やされた熱媒体がボン

プ 2 a によって配管 5 内を流動させ られることになる。ポンプ 2 a 及び

ポンプ 2 1 b で加圧されて流出 した熱媒体は、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

a 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 b を介 して、利用側熱交換器 2 6 a 及び

利用側熱交換器 2 6 b に流入する。

[0091 ] 利用側熱交換器 2 6 b では熱媒体が室内空気に放熱することで、室内空間

7 の暖房を行なう。 また、利用側熱交換器 2 6 a では熱媒体が室内空気か ら

吸熱することで、室内空間 7 の冷房を行なう。 このとき、熱媒体流量調整装

置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b の作用によって熱媒体の流量が室内

にて必要 とされる空調負荷 を賄 うのに必要な流量に制御 されて利用側熱交換

器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流入するようになっている。利用側熱

交換器 2 6 b を通過 し若干温度が低下 した熱媒体は、熱媒体流量調整装置 2

5 b 及び第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 b を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 b

へ流入 し、再びポンプ 2 1 b へ吸い込 まれる。利用側熱交換器 2 6 a を通過

し若干温度が上昇 した熱媒体は、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び第 1 熱媒体

流路切替装置 2 2 a を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 a へ流入 し、再びボン

プ 2 a へ吸い込 まれる。

[0092] この間、暖かい熱媒体 と冷たい熱媒体 とは、第 1 熱媒体流路切替装置 2 2

及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 の作用により、混合することな く、それぞ



れ温熱負荷、冷熱負荷がある利用側熱交換器 2 6 へ導入される。なお、利用

側熱交換器 2 6 の配管 5 内では、暖房側、冷房側ともに、第 2 熱媒体流路切

替装置 2 3 から熱媒体流量調整装置 2 5 を経由して第 1熱媒体流路切替装置

2 2 へ至る向きに熱媒体が流れている。また、室内空間 7 にて必要とされる

空調負荷は、暖房側においては第 1温度センサ一 3 1 b で検知された温度と

第 2 温度センサ一 3 4 で検知された温度との差を、冷房側においては第 2 温

度センサ一 3 4 で検知された温度と第 1温度センサ一 3 a で検知された温

度との差を目標値として保つように制御することにより、賄うことができる

[0093] なお、熱負荷の有無によって、熱媒体流量調整装置 2 5 の開閉を制御すれ

ばよいことは全冷房運転モ一 ドで説明 した通りである。

[0094] 冷房主体運転モ一 ド時において、第 3 温度センサ一 3 5 d の設置位置にお

ける冷媒は液冷媒であり、この第 3 温度センサ一 3 5 d からの温度情報をも

とに演算装置 5 2 によって、入口液ェンタルピ一を算出する。また、第4 温

度センサ一 5 0 から低圧二相温状態の温度を検知 し、この温度情報をもとに

演算装置 5 2 によつて飽和液ェンタルピ一及び飽和ガスェンタルピ一を算出

する。これらの情報をもとに、後述する方法にて蒸発温度 T e * と露点温度

T d e w * を求める。

[0095] [ 暖房主体運転モー ド]

図 6 は、図 2 に示す空気調和装置 1 0 0 の暖房主体運転モー ド時における

冷媒の流れを示す冷媒回路図である。この図 6 では、利用側熱交換器 2 6 a

で温熱負荷が発生 し、利用側熱交換器 2 6 b で冷熱負荷が発生 している場合

を例に暖房主体運転モー ドについて説明する。なお、図 6 では、太線で表さ

れた配管が冷媒 （熱源側冷媒及び熱媒体）の循環する配管を示 している。ま

た、図 6 では、熱源側冷媒の流れ方向を実線矢印で、熱媒体の流れ方向を破

線矢印で示 している。

[0096] 図 6 に示す暖房主体運転モー ドの場合、室外機 1 では、第 1冷媒流路切替

装置 1 1 を、圧縮機 1 0 から吐出された熱源側冷媒を熱源側熱交換器 1 2 を



経由させずに熱媒体変換機 3 へ流入させるように切 り替える。熱媒体変換機

3 では、ポンプ2 1 a 及びポンプ2 1 b を駆動させ、熱媒体流量調整装置 2

5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b を開放 し、熱媒体流量調整装置 2 5 c 及

び熱媒体流量調整装置 2 5 d を全閉とし、熱媒体間熱交換器 1 5 a と利用側

熱交換器 2 6 b との間を、熱媒体間熱交換器 1 5 b と利用側熱交換器 2 6 a

との間を、それぞれ熱媒体が循環するようにしている。

[0097] まず始めに、冷媒循環回路 A における熱源側冷媒の流れについて説明する

低温 低圧の冷媒が圧縮機 1 0 によって圧縮され、高温 高圧のガス冷媒

となって吐出される。圧縮機 1 0 から吐出された高温 高圧のガス冷媒は、

第 1冷媒流路切替装置 1 1、逆止弁 1 3 b を通り、室外機 1 から流出する。

室外機 1 から流出した高温 高圧のガス冷媒は、冷媒配管 4 を通って熱媒体

変換機 3 に流入する。熱媒体変換機 3 に流入 した高温 高圧のガス冷媒は、

第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b を通って凝縮器として作用する熱媒体間熱交換

器 1 5 b に流入する。

[0098] 熱媒体間熱交換器 1 5 b に流入 したガス冷媒は、熱媒体循環回路 B を循環

する熱媒体に放熱 しながら液冷媒となる。熱媒体間熱交換器 1 5 b から流出

した冷媒は、絞 り装置 1 6 b で膨張させられて低圧二相冷媒となる。この低

圧二相冷媒は、絞 り装置 1 6 a を介 して蒸発器として作用する熱媒体間熱交

換器 1 5 a に流入する。熱媒体間熱交換器 1 5 a に流入 した低圧二相冷媒は

、熱媒体循環回路 B を循環する熱媒体から吸熱することで蒸発 し、熱媒体を

冷却する。この低圧二相冷媒は、熱媒体間熱交換器 1 5 a から流出し、第 2

冷媒流路切替装置 1 8 a を介 し、熱媒体変換機 3 から流出し、再び室外機 1

へ流入する。

[0099] 室外機 1 に流入 した冷媒は、逆止弁 1 3 c を通って、蒸発器として作用す

る熱源側熱交換器 1 2 に流入する。そして、熱源側熱交換器 1 2 に流入 した

冷媒は、熱源側熱交換器 1 2 で室外空気から吸熱 して、低温 ' 低圧のガス冷

媒となる。熱源側熱交換器 1 2 から流出した低温 低圧のガス冷媒は、第 1



冷媒流路切替装置 1 1 及びアキュム レータ一 1 9 を介 して圧縮機 1 0 へ再度

吸入される。

[01 00] この とき、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 a は低圧側配管 と連通 されてお り、

—方、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 b は高圧側配管 と連通 されている。 また、

絞 り装置 1 6 b は、圧力セ ンサ一 3 6 で検知 された圧力を飽和温度 に換算 し

た値 と第 3 温度セ ンサ一 3 5 b で検知 された温度 との差 と して得 られるサ ブ

クールが一定になるように開度が制御 される。 また、絞 り装置 1 6 a は全開

、開閉装置 1 7 a 、 開閉装置 1 7 b は閉 とな っている。なお、絞 り装置 1 6

b を全開 と し、絞 り装置 1 6 a でサ ブクール を制御するように してもよい。

[01 0 1 ] 次 に、熱媒体循環回路 B における熱媒体の流れについて説明する。

暖房主体運転 モー ドでは、熱媒体間熱交換器 1 5 b で熱源側冷媒の温熱が

熱媒体 に伝 え られ、暖め られた熱媒体がポ ンプ 2 1 b によって配管 5 内を流

動 させ られることになる。 また、暖房主体運転 モー ドでは、熱媒体間熱交換

器 1 5 a で熱源側冷媒の冷熱が熱媒体 に伝 え られ、冷やされた熱媒体がボ ン

プ 2 a によって配管 5 内を流動 させ られることになる。ポ ンプ 2 a 及び

ポ ンプ 2 1 b で加圧 されて流出 した熱媒体は、第 2 熱媒体流路切替装置 2 3

a 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 b を介 して、利用側熱交換器 2 6 a 及び

利用側熱交換器 2 6 b に流入する。

[01 02] 利用側熱交換器 2 6 b では熱媒体が室内空気か ら吸熱することで、室内空

間 7 の冷房 を行な う。 また、利用側熱交換器 2 6 a では熱媒体が室内空気に

放熱することで、室内空間 7 の暖房 を行な う。 この とき、熱媒体流量調整装

置 2 5 a 及び熱媒体流量調整装置 2 5 b の作用によって熱媒体の流量が室内

にて必要 とされる空調負荷 を賄 うのに必要な流量 に制御 されて利用側熱交換

器 2 6 a 及び利用側熱交換器 2 6 b に流入するようにな っている。利用側熱

交換器 2 6 b を通過 し若干温度が上昇 した熱媒体は、熱媒体流量調整装置 2

5 b 及び第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 b を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 a

に流入 し、再びポ ンプ 2 1 a へ吸い込 まれる。利用側熱交換器 2 6 a を通過

し若干温度が低下 した熱媒体は、熱媒体流量調整装置 2 5 a 及び第 1 熱媒体



流路切替装置 2 2 a を通 って、熱媒体間熱交換器 1 5 b へ流入 し、再びボ ン

プ 2 b へ吸い込 まれる。

[01 03] この間、暖かい熱媒体 と冷たい熱媒体 とは、第 1 熱媒体流路切替装置 2 2

及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 の作用によ り、混合することな く、 それぞ

れ温熱負荷、冷熱負荷がある利用側熱交換器 2 6 へ導入される。なお、利用

側熱交換器 2 6 の配管 5 内では、暖房側、冷房側 ともに、第 2 熱媒体流路切

替装置 2 3 か ら熱媒体流量調整装置 2 5 を経由 して第 1 熱媒体流路切替装置

2 2 へ至 る向 きに熱媒体が流れている。 また、室内空間 7 にて必要 とされる

空調負荷 は、暖房側 においては第 1 温度セ ンサ一 3 1 b で検知 された温度 と

第 2 温度セ ンサ一 3 4 で検知 された温度 との差 を、冷房側 においては第 2 温

度セ ンサ一 3 4 で検知 された温度 と第 1 温度セ ンサ一 3 a で検知 された温

度 との差 を目標値 と して保つように制御することによ り、賄 うことがで きる

[01 04] なお、熱負荷の有無 によって、熱媒体流量調整装置 2 5 の開閉を制御すれ

ばよいことは全冷房運転 モ一 ドで説明 した通 りである。

[01 05] 暖房主体運転 モ一 ド時において、第 3 温度セ ンサ一 3 5 d の設置位置 にお

ける冷媒は液冷媒であ り、 この第 3 温度セ ンサ一 3 5 d か らの温度情報 をも

とに演算装置 5 2 によって、入 口液ェ ンタル ピ一を算出する。 また、第 4 温

度セ ンサ一 5 0 か ら低圧二相温状態の温度 を検知 し、 この温度情報 をもとに

演算装置 5 2 によつて飽和液ェ ンタル ピ一及び飽和 ガスェ ンタル ピ一を算出

する。 これ らの情報 をもとに、後述する方法 にて蒸発温度 T e * と露点温度

T d e w * を求める。

[01 06] [ 冷媒配管 4 ]

以上説明 したように、実施の形態 に係 る空気調和装置 1 0 0 は、幾つかの

運転 モー ドを具備 している。 これ らの運転 モー ドにおいては、室外機 1 と熱

媒体変換機 3 とを接続する冷媒配管 4 には熱源側冷媒が流れている。

[01 07] [ 配管 5 ]

本実施の形態 に係 る空気調和装置 1 0 0 が実行する幾つかの運転 モー ドに



おいては、熱媒体変換機 3 と室内機 2 を接続する配管 5 には水や不凍液等の

熱媒体が流れている。

[01 08] [ 熱源側冷媒 ]

本実施の形態では、熱源側冷媒 と して R 3 2 と H F 0 1 2 3 4 y f を採用

した場合 を例 に説明 した。 ここで、他の 2 成分系の非共沸混合冷媒 において

も、後述する本実施の形態の冷媒組成の制御 フロ一を採用することによって

、蒸発温度及び露点温度 を精度 よ く算出することがで きる。

[01 09] [ 熱媒体 ]

熱媒体 と しては、た とえばプライン （不凍液）や水、 プラインと水の混合

液、水 と防食効果が高い添加剤の混合液等 を用いることがで きる。 したが つ

て、空気調和装置 1 0 0 においては、熱媒体が室内機 2 を介 して室内空間 7

に漏洩 した と しても、熱媒体 に安全性の高いものを使用 しているため安全性

の向上 に寄与することになる。

[01 10] また、冷房主体運転 モ ー ドと暖房主体運転 モ ー ドに おいて、熱媒体間熱交

換器 1 5 b と熱媒体間熱交換器 1 5 a の状態 （加熱 または冷却）が変化する

と、今 まで温水だ ったものが冷やされて冷水 にな り、冷水だ ったものが温め

られて温水 にな り、エネルギーの無駄が発生する。 そこで、空気調和装置 1

0 0 では、冷房主体運転 モ 一 ド及び暖房主体運転 モ 一 ドのいずれにおいても

、常に、熱媒体間熱交換器 1 5 b が暖房側、熱媒体間熱交換器 1 5 a が冷房

側 となるように構成 している。

[01 11] さ らに、利用側熱交換器 2 6 にて暖房負荷 と冷房負荷 とが混在 して発生 し

ている場合は、暖房運転 を行な っている利用側熱交換器 2 6 に対応する第 1

熱媒体流路切替装置 2 2 及び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 を加熱用の熱媒体

間熱交換器 1 5 b に接続 される流路へ切 り替え、冷房運転 を行な っている利

用側熱交換器 2 6 に対応する第 1 熱媒体流路切替装置 2 2 及び第 2 熱媒体流

路切替装置 2 3 を冷却用の熱媒体間熱交換器 1 5 a に接続 される流路へ切 り

替えることによ り、各室内機 2 にて、暖房運転、冷房運転 を自由に行な うこ

とがで きる。



[01 12] 空気調和装置 1 0 0 は、冷房暖房混在運転がで きるもの と して説明を して

きたが、 これに限定するものではない。た とえば、熱媒体間熱交換器 1 5 及

び絞 り装置 1 6 がそれぞれ 1 つで、 それ らに複数の利用側熱交換器 2 6 と熱

媒体流量調整装置 2 5 が並列に接続 され、冷房運転か暖房運転のいずれか し

か行なえない構成であ つても同様の効果 を奏する。

[01 13] また、利用側熱交換器 2 6 と熱媒体流量調整装置 2 5 とが 1 つ しか接続 さ

れていない場合でも同様の ことが成 り立つのは言 うまでもな く、更に熱媒体

間熱交換器 1 5 及び絞 り装置 1 6 と して、同 じ動 きをするものが複数個設置

されていても、 当然問題ない。 さ らに、熱媒体流量調整装置 2 5 は、熱媒体

変換機 3 に内蔵 されている場合 を例 に説明 したが、 これに限るものではな く

、室内機 2 に内蔵 されていてもよ く、熱媒体変換機 3 と室内機 2 とは別体 に

構成 されていてもよい。

[01 14] また、一般的に、熱源側熱交換器 1 2 及び利用側熱交換器 2 6 には、送風

機 が取 り付 け られてお り、送風 によ り凝縮あるいは蒸発 を促進 させる場合が

多いが、 これに限るものではない。た とえば、利用側熱交換器 2 6 と しては

放射 を利用 したパネル ヒータ一のようなものを用いることもで きる し、熱源

側熱交換器 1 2 と しては、水や不凍液 によ り熱 を移動 させる水冷式のタイプ

のものを用いることもで きる。つまり、熱源側熱交換器 1 2 及び利用側熱交

換器 2 6 と しては、放熱あるいは吸熱 をで きる構造のものであれば種類 を問

わず、用いることがで きる。

[01 15] [ 蒸発温度及び露点温度 を算出方法 ]

次 に、空気調和装置 1 0 0 が実行する蒸発温度及び露点温度の算出方法 に

ついて詳細 に説明する。空気調和装置 1 0 0 には、前述 したように、 4 つの

運転 モ一 ドが存在するが、全冷房運転 モ一 ドでの場合 について説明する。

[01 16] 図 8 は、全冷時の冷媒の状態遷移 を示す P — H線図である。図 9 は、図 8

に示す点 A ~ 点 D に対応する位置 を冷媒回路上 に示 した冷媒回路図である。

図 1 0 は、空気調和装置 1 0 0 に採用される蒸発温度 と露点温度 を算出する

ための検知の処理の流れを示すフローチヤ一 卜である。図 8 〜図 1 0 を参照



して、空気調和装置 1 0 0 が実行する蒸発温度及び露点温度の算出方法 につ

いて説明する。

[01 17] なお、図 8 に示す点 A 〜点 D は、 P — H線図上の運転動作点であ り、図 9

に示す点 A 〜点 D に対応 している。点 A は、圧縮機 1 0 の吐出部で、冷媒は

、高温 ' 高圧のガス状態である。点 B は、絞 り装置 1 6 b の上流で、冷媒は

、低温 高圧の液状態である。点 C は、絞 り装置 1 6 b の下流で、冷媒は、

低温の気液二相状態である。点 D は、圧縮機 1 0 の吸込み部で、冷媒は、低

温 低圧のガス状態である。

[01 18] 図 1 0 を参照 して、演算装置 5 2 の制御 フローについて説明する。

(ステ ップ S T )

演算装置 5 2 は、入 口温度セ ンサ一 （第 4 温度セ ンサ一 5 0 ) の検知結果

( T H 1 ) 、 出口温度セ ンサ一 （第 3 温度セ ンサ一 3 5 d ) の検知結果 （T

H 2 ) を読み込む。 その後、 ステ ップ S T 2 に移行する。

なお、冷主、暖主、全暖運転時は、入 口と出口の温度セ ンサーが逆転 し、

入 口温度セ ンサ一は第 3 温度セ ンサ一 3 5 d 、 出口温度セ ンサ一は第 4 温度

セ ンサ一 5 0 となる。 また、入 口温度セ ンサ一が本発明の入 口温度検知手段

に相 当 し、 出口温度セ ンサーが本発明の出口温度検知手段 に相 当する。

[01 19] ( ステ ップ S T 2 )

演算装置 5 2 は、循環冷媒の組成の値 を仮設定 し、入 口温度セ ンサーの検

知温度 （T H 1 ) か ら、物性テ一プル に基づいて、絞 り装置 1 6 b に流入す

る冷媒のェ ンタル ピ一 H i n (入 口液ェ ンタル ピ一）を算出する。 その後、

ステ ツプ S T 3 に移行する。

ここで、本実施の形態では、設定する循環冷媒の組成 を、空気調和装置 1

0 0 に充填 した非共沸混合冷媒の組成比率であるもの とする。 また、設定す

る循環冷媒の組成 と しては、予め実験な どを行い発生する割合が多い冷媒組

成 を調べ、 その冷媒組成 を採用 してもよい。

[01 20] ( ステ ップ S T 3 )

演算装置 5 2 は、 出口温度セ ンサ一の検知温度 （T H 2 ) か ら、物性テ一



プル に基づいて、絞 り装置 1 6 b か ら流出 した冷媒の飽和液ェ ンタル ピ一 H

I s 、及び飽和 ガスェ ンタル ピ一 H g s を算出する。 その後、 ステ ップ S T

4 に移行する。

[01 2 1 ] ( ステ ップ S T 4 )

演算装置 5 2 は、 ステ ップ S T 2 の入 口液ェ ンタル ピ一 H i n と、 ステ ツ

プ S T 3 の飽和液ェ ンタル ピ一 H I s 及び飽和 ガスェ ンタル ピ一 H g s と、

前述の式 1 とに基づいて、乾 き度 X r を算 出する。 その後、 ステ ップ S T 5

に移 する。

なお、 ステ ップ S T 2 で述べたように、充填 した非共沸混合冷媒の組成比

率 を冷媒組成 と して採用 しているので、算出された乾 き度 X r は、充填組成

における乾 き度 X 「である。

[01 22] ( ステ ップ S T 5 )

演算装置 5 2 は、 ステ ップ S T 4 で得 られた乾 き度 X r と、 あ らか じめ設

定された温度勾配 ∆ 丁と、 ステ ップ S T 1 で検知 された T H 2 と、前述の式

2 に基づいて、蒸発温度 T e * を算 出する。 その後、 ステ ップ 6 に移行する

[01 23] ( ステ ップ S T 6 )

演算装置 5 2 は、 ステ ップ S T 4 で得 られた乾 き度 X r と、 あ らか じめ設

定された温度勾配 ∆ 丁と、 ステ ップ S T 1 で検知 された T H 2 と、前述の式

3 に基づいて、露点温度 T d e w * を算 出する。 その後、 ステ ップ S T 7 に

移行する。

[01 24] ( ステ ップ S T 7 )

演算装置 5 2 は、 ステ ップ S T 6 で算出 した蒸発温度 T e * と露点温度 T

d e w * を制御装置 5 8 に出力する。

[01 25] 温度勾配 ∆ Τ は、主な制御 目標 の蒸発温度 における飽和圧力の温度勾配 を

用いるとよい。本実施の形態では、蒸発温度 0 °C における飽和圧力の温度勾

配 を用いている。た とえば、 R 3 2 / H F 0 3 4 y f の混合冷媒 におい

て、 G W P が 3 0 0 となる組成 は、 ¾ 3 2 が 4 4 卞％、 H F 0 3 4 y



f が 5 6 w t % である。 この とき、蒸発温度が 0 °C となる蒸発圧力は 6 7 6

. 8 [ k P a a b s ] であ り、 この圧力における露点温度 は 1 . 9 5 [ °C

] 、沸騰温度 は— 1 . 8 7 [ °C ] とな り、温度勾配 ∆ Τ は 3 . 8 2 [ °C ] と

なる。

[01 26] また、 G W P が 1 5 0 となる組成 は、 ¾ 3 2 が 2 2 « % 、 H F 0 1 2 3

4 y f が 7 8 w t % である。 この とき、蒸発温度が 0 °C となる蒸発圧力は 5

4 4 . 6 [ k P a a b s ] であ り、 この圧力における露点温度 は 4 . 4 9

[ °C ] 、沸騰温度 は— 4 . [ °C ] とな り、温度勾配 ∆ Τ は 8 . 6 1 [ °C

] となる。

[01 27] また、た とえば、 R 3 2 / H F 0 1 2 3 4 z e ( E ) の混合冷媒 において

、 G W P が 3 0 0 となる組成 は、 ¾ 3 2 が 4 4 卞％、 H F 0 1 2 3 4 z e

( E ) が 5 6 w t % である。 この とき、蒸発温度が 0 °C となる蒸発圧力は 5

4 9 . 5 [ k P a a b s ] であ り、 この圧力における露点温度 は 4 . 6 6

[ °C ] 、沸騰温度 は— 4 . 2 9 [ °C ] とな り、温度勾配 ∆ Τ は 8 . 9 5 [ °C

] となる。

[01 28] また、 G W P が 1 5 0 となる組成 は、 ¾ 3 2 が 2 2 « % 、 H F 0 1 2 3

4 z e ( E ) が 7 8 w t % である。 この とき、蒸発温度が 0 °C となる蒸発圧

力は 4 1 5 . [ k P a a b s ] であ り、 この圧力における露点温度 は 6

. 8 1 [ °C ] 、沸騰温度 は— 6 . 0 0 [ °C ] とな り、温度勾配 ∆ Τ は 1 2 .

8 [ °C ] となる。

[01 29] 以上か ら分かるように、温度勾配は、冷媒種ゃ組成比 によって大 きく変わ

る。 そのため、冷媒種 ごとに、組成比 ごとに温度勾配 を設定する必要がある

。温度勾配は、露点温度 と沸騰温度 との平均温度が約 0 °C になる圧力を所定

圧力 と して設定すればよい。 また、空気調和装置 1 0 0 では、 R 3 2 と H F

0 1 2 3 4 y f の混合冷媒 を用いた ときの温度勾配 を 3 . 0 9 . 0 °C に設

定 し、 R 3 2 と H F 0 1 2 3 4 z e ( E ) の混合冷媒 を用いた ときの温度勾

配 を 8 . 0 3 . 0 °C に設定 している。

[01 30] 物性値 は、 N I S T ( N a t i o n a l I n s t i t u t e o f S



t a n d a d s a n d T e c h n o l o g y ) が、発売 してし、る R E F

P R O P V e s i o n 9 . 0 か ら得 られたものである。

なお、 これか ら示す計算結果は、 R 3 2 と R 1 3 4 a とか らなる非共沸混

合冷媒 を採用 して得た結果である。 R 3 2 と R 1 3 4 a とか らなる非共沸混

合冷媒の方が、データの精度がよいためである。 また、混合比率 は、 R 3 2

を 6 6 w t % と し、 R 1 3 4 a を 3 4 % と した。

[01 3 1 ] 次 に、図 1 0 の制御 フローにて求めた蒸発温度 T e * と実際の蒸発温度 T

e との差 を図 1 1 に示す。蒸発温度 T e * と蒸発温度 T e との差 は、本発

明の算出誤差 を示すものである。実際の蒸発温度 T e は、図 1 2 に示すよう

に蒸発圧力 P e における沸騰温度 T b u b と露点温度 T d e w の算術平均 （

T e = ( T b u b + T d e w ) / 2 ) である。蒸発圧力 P e は 6 5 0 [ k P

a a b s ] (約 0 °C の蒸発温度）、 T H 1 は 4 4 °C である。図 1 1 は、蒸

発温度 と実際の蒸発温度 との差 （縦軸） と、 R 3 2 の循環組成 （横軸） と、

の関係 を示す図である。図 1 2 は、蒸発温度 T e の定義 を示す図である。図

2 では、横軸がェ ンタル ピ一を、縦軸が圧力を、 それぞれ示 している。

[01 32] 前述の式 2 の括弧内の項 0 . 5 は、露点温度 と沸騰温度の算術平均の蒸発

温度 T e が、 おおよそ乾 き度 X r が 0 . 5 付近 となるために用い られたもの

である。蒸発温度 を本実施の形態な算術平均 を用いないときは、別の値 とな

る。すなわち、前述の式 2 の括弧内の項 0 . 5 は、蒸発温度の定義の仕方 に

よってその値が変わるものである。 そこで、前述の式 2 の括弧内の項 0 . 5

は、 0 . 3 ~ 0 . 7 の範 囲で設定されるようにな っている。

[01 33] 図 1 3 に示すように、実際の運転 において、 R 3 2 の循環組成 は 5 6 % ~

7 6 % の範囲で変動することが予想 され、 この範囲における蒸発温度 T e *

と実際の蒸発温度 T e との差 は最大 + 0 . 4 °C程度 に収 まる。図 1 3 は、露

点温度 と実際の露点温度 との差 （縦軸） と、 R 3 2 の循環組成 （横軸） と、

の関係 を示す図である。

[01 34] 図 1 0 の制御 フローにて求めた露点温度 T d e w * と実際の露点温度 T d

e w との差 を図 1 4 に示す。露点温度 T d e w * と露点温度 T d e w との差



は、本発明の算出誤差を示すものである。実際の露点温度丁d e w は、図 1

4 に示すように蒸発器出口圧力 P e o における露点温度 T d e w である。蒸

発器出口圧力 P e は 6 5 0 [ k P a a b s ] (約 0 °Cの蒸発温度）、 T H

は4 4 °Cである。

[01 35] 前述の式 3 の括弧内の項 1 . 0 は、露点温度 T d e w が、乾き度X r が 1

. 0 となるために用いられたものである。

[01 36] 実際の運転において、 R 3 2 の循環組成は 5 6 % ~ 7 6 %の範囲で変動す

ることが予想され、この範囲における露点温度 T d e w * と実際の露点温度

T d e w との差は最大+ 0 . 9 °C程度に収まる。

[01 37] 次に、なぜ、空気調和装置 1 0 0 が実行する簡易的な方法にて、比較的制

度よく蒸発温度と露点温度を算出できるかを説明する。

[01 38] 図 1 5 を参照 して、乾き度X r とR 3 2 組成との関係について説明する。

図 1 5 に図示されるように、 R 3 2 の冷媒組成が変化 しても、乾き度X r は

ほとんど変化 しないことがわかる。図 1 0 のステップS T 4 で求められる乾

き度X r は冷媒組成 の変化の影響をほとんど受けないため、仮設定値から

求めた乾き度X r を用いても、精度よく露点温度と蒸発温度を算出すること

ができるのである。

[01 39] 空気調和装置 1 0 0 は、露点温度と蒸発温度の算出にあたり、図 1 0 のス

テツプS T 4 で乾き度X r を算出し、ステップS T 5 において、蒸発温度 T

e * を算出し、ステップS T 6 において、露点温度 T d e w * を算出する。

すなわち、蒸発温度と露点温度を算出するためには、乾き度を経由する推

測方法が組成変化の影響を受けることがなく、好適な推測方法と言える。そ

こで、空気調和装置 1 0 0 は、この算出方法を採用することにより、高精度

に冷媒組成を算出することができるようになつている。

[0140] 以上、説明 したように、比較的安価な温度センサ一 （本実施の形態ではサ

—ミスター）を絞 り装置 1 6 b の前後に設けることによって、精度よく蒸発

温度と露点温度を算出することができる。その結果、空気調和装置 1 0 0 は

、冷凍サイクルの性能に大きく影響を及ぼす蒸発温度と蒸発器出口の過熱度



を適正に制御することができ、高効率で安価なものになる。

[0141 ] 蒸発温度 と露点温度は、熱媒体変換機 3 にて算出され、その算出された蒸

発温度 と露点温度は熱媒体変換機 3 のァクチユエ一ターの制御 に利用される

とともに、同時に室外機 1 にも送信 され、室外機 1 のァクチユエ一ターの制

御 にも利用される。

[0142] 本実施の形態においては、間接式の空気調和装置について説明 したが、高

圧液温度 と低圧二相温度が測定できる部位 に温度センサーを設置すれば、上

述 した方法で蒸発温度 と露点温度 を算出することができる。

[0143] 直膨式の空気調和装置の場合、図 1 6 に示すように、室内機 に搭載 される

室内熱交換器の 2 箇所に温度センサ一を設置することで、上記のように蒸発

温度 と露点温度 を算出することができる。図 1 6 は、直膨式の空気調和装置

を構成 している室内機 に搭載 される室内熱交換器 6 0 の一例 を横か ら見た状

態を示す概略図である。図 1 6 に基づいて、室内熱交換器 6 0 に設置する温

度センサ一 （第 5 温度センサ一 6 4 、第 6 温度センサ一 6 5 ) の位置につい

て説明する。

[0144] 図 1 6 に示すように、室内熱交換器 6 0 は、たとえば断面形状が扁平状又

は円形状の伝熱管 6 8 を、伝熱管 と同数かつ同間隔の挿入穴が形成 され、所

定の間隔で配列された複数枚の板状のフィン 6 6 に揷入 して構成 されている

。伝熱管 6 8 の一方の端部 には、冷媒の流れに応 じて、冷媒を分配あるいは

冷媒を合流させるヘ ッダ一 6 9 が連結 されている。伝熱管 6 8 の他方の端部

には、冷媒の流れに応 じて、冷媒を合流あるいは冷媒を分配する分配器 6 7

が延長管 6 を介 して連結 されている。

[0145] 分配器 6 7 の室内熱交換器 6 0 側ではない方の出入口側 には、絞 り装置 6

3 が接続 されている。 この絞 り装置 6 3 は、上述 した絞 り装置 1 6 と同様 に

熱源側冷媒を減圧 して膨張させるものであ り、開度が可変に制御可能なもの

、たとえば電子式膨張弁等で構成するとよい。 また、室内熱交換器 6 0 の伝

熱管 6 8 の一部 には、第 5 温度センサ一 6 4 が設置されている。 この第 5 温

度センサ一 6 4 は、設置箇所における伝熱管 6 8 内を流れる冷媒の温度 を検



出するものである。さらに、絞 り装置 6 3 の分配器 6 7 側ではない方の出入

口側には、第 6 温度センサ一 6 5 が設置されている。この第 6 温度センサ一

6 5 は、設置箇所における配管内を流れる冷媒の温度を検出するものである

。これらの温度センサ一も、サ一ミスター等で構成するとよい。

[0146] 実線の矢印方向に冷媒が流れた場合、第 6 温度センサー 6 5 から高圧液温

度 T H 1 を検知 し、第 5 温度センサ一 6 4 から低圧二相温度 T H 2 を算出す

る。破線の矢印方向に冷媒が流れた場合、第 5 温度センサ一 6 4 から高圧液

温度 T H 1 を検知 し、第 6 温度センサ一から低圧二相温度 T H 2 を算出する

。計算方法は、図 1 0 で示 した制御フローに従う。このようにすることで、

直膨式の空気調和装置の場合であっても、上記のように蒸発温度と露点温度

を算出することができる。

[0147] なお、本実施の形態で説明 した第 1熱媒体流路切替装置 2 2 及び第 2 熱媒

体流路切替装置 2 3 は、三方弁等の三方流路を切 り替えられるもの、開閉弁

等の二方流路の開閉を行なうものを2 つ組み合わせる等、流路を切 り替えら

れるものであればよい。また、ステッピングモータ一駆動式の混合弁等の三

方流路の流量を変化させられるもの、電子式膨張弁等の二方流路の流量を変

化させられるものを2 つ組み合わせる等 して第 1熱媒体流路切替装置 2 2 及

び第 2 熱媒体流路切替装置 2 3 として用いてもよい。この場合は、流路の突

然の開閉によるゥ才一タ一ハンマ一を防ぐこともできる。さらに、本実施の

形態では、熱媒体流量調整装置 2 5 が二方弁である場合を例に説明を行なつ

たが、三方流路を持つ制御弁とし利用側熱交換器 2 6 をバイパスするバイパ

ス管と共に設置するようにしてもよい。

[0148] また、熱媒体流量調整装置 2 5 は、ステッピングモータ一駆動式で流路を

流れる流量を制御できるものを使用するとよく、二方弁でも三方弁の一端を

閉止 したものでもよい。また、熱媒体流量調整装置 2 5 として、開閉弁等の

二法流路の開閉を行うものを用い、 0 N / 0 F F を繰 り返 して平均的な流量

を制御するようにしてもよい。

[0149] また、第 2 冷媒流路切替装置 1 8 が四方弁であるかのように示 したが、こ



れに限るものではな く、二方流路切替弁や三方流路切替弁 を複数個用い、同

じょうに冷媒が流れるように構成 してもよい。

[01 50] 本実施の形態 に係 る空気調和装置 1 0 0 は、冷房暖房混在運転がで きるも

の と して説明を して きたが、 これに限定するものではない。熱媒体間熱交換

器 1 5 及び絞 り装置 1 6 がそれぞれ 1 つで、 それ らに複数の利用側熱交換器

2 6 と熱媒体流量調整装置 2 5 が並列に接続 され、冷房運転か暖房運転のい

ずれか しか行なえない構成であ つても同様の効果 を奏する。

[01 5 1 ] また、利用側熱交換器 2 6 と熱媒体流量調整装置 2 5 とが 1 つ しか接続 さ

れていない場合でも同様の ことが成 り立つのは言 うまでもな く、更に熱媒体

間熱交換器 1 5 及び絞 り装置 1 6 と して、同 じ動 きをするものが複数個設置

されていても、 当然問題ない。 さ らに、熱媒体流量調整装置 2 5 は、熱媒体

変換機 3 に内蔵 されている場合 を例 に説明 したが、 これに限るものではな く

、室内機 2 に内蔵 されていてもよ く、熱媒体変換機 3 と室内機 2 とは別体 に

構成 されていてもよい。

[01 52] 熱媒体 と しては、た とえばプライン （不凍液）や水、 プラインと水の混合

液、水 と防食効果が高い添加剤の混合液等 を用いることがで きる。 したが つ

て、空気調和装置 1 0 0 においては、熱媒体が室内機 2 を介 して室内空間 7

に漏洩 した と しても、熱媒体 に安全性の高いものを使用 しているため安全性

の向上 に寄与することになる。

[01 53] 本実施の形態では、空気調和装置 1 0 0 にアキュム レータ一 1 9 を含めて

いる場合 を例 に説明 したが、 アキュム レータ一 1 9 を設 けな くてもよい。 ま

た、一般的に、熱源側熱交換器 1 2 及び利用側熱交換器 2 6 には、送風機 が

取 り付 け られてお り、送風 によ り凝縮あるいは蒸発 を促進 させる場合が多い

が、 これに限るものではない。た とえば、利用側熱交換器 2 6 と しては放射

を利用 したパネル ヒータ一のようなものを用いることもで きる し、熱源側熱

交換器 1 2 と しては、水や不凍液 によ り熱 を移動 させる水冷式のタイプのも

のを用いることもで きる。つまり、熱源側熱交換器 1 2 及び利用側熱交換器

2 6 と しては、放熱あるいは吸熱 をで きる構造のものであれば種類 を問わず



、用いることがで きる。

[01 54] 本実施の形態では、利用側熱交換器 2 6 が 4 つである場合 を例 に説明 した

が、個数 を特 に限定するものではない。 また、熱媒体間熱交換器 1 5 a 、熱

媒体間熱交換器 1 5 b が 2 つである場合 を例 に説明 したが、 当然、 これに限

るものではな く、熱媒体 を冷却 または/ 及び加熱で きるように構成すれば、

幾つ設置 してもよい。 さ らに、ポ ンプ 2 1 a 、 ポ ンプ 2 1 b はそれぞれ一つ

とは限 らず、複数の小容量のポ ンプを並列に並べて接続 してもよい。

符号の説明

[01 55] 室外機、 2 室 内機、 2 a 室 内機、 2 b 室 内機、 2 c 室 内機、

2 d 室 内機、 3 熱媒体変換機、 4 冷媒配管、 4 a 第 1 接続配管、 4

b 第 2 接続配管、 5 配管、 6 室外空間、 7 室 内空間、 8 空間、 9

建物、 1 0 圧縮機、 1 1 第 1 冷媒流路切替装置、 1 2 熱源側熱交換

器、 1 3 a 逆止弁、 1 3 b 逆止弁、 1 3 c 逆止弁、 1 3 d 逆止弁、

5 熱媒体間熱交換器、 1 5 a 熱媒体間熱交換器、 1 5 b 熱媒体間熱

交換器、 1 6 絞 り装置、 1 6 a 絞 り装置、 1 6 b 絞 り装置、 1 7 開

閉装置、 1 7 a 開閉装置、 1 7 b 開閉装置、 1 8 第 2 冷媒流路切替装

置、 1 8 a 第 2 冷媒流路切替装置、 1 8 b 第 2 冷媒流路切替装置、 1 9

アキュム レータ一、 2 1 ポ ンプ、 2 1 a ポ ンプ、 2 1 b ポ ンプ、 2

第 1 熱媒体流路切替装置、 2 2 a 第 1 熱媒体流路切替装置、 2 2 b

第 1 熱媒体流路切替装置、 2 2 c 第 1 熱媒体流路切替装置、 2 2 d 第 1

熱媒体流路切替装置、 2 3 第 2 熱媒体流路切替装置、 2 3 a 第 2 熱媒体

流路切替装置、 2 3 b 第 2 熱媒体流路切替装置、 2 3 c 第 2 熱媒体流路

切替装置、 2 3 d 第 2 熱媒体流路切替装置、 2 5 熱媒体流量調整装置、

2 5 a 熱媒体流量調整装置、 2 5 b 熱媒体流量調整装置、 2 5 c 熱媒

体流量調整装置、 2 5 d 熱媒体流量調整装置、 2 6 利用側熱交換器、 2

6 a 利用側熱交換器、 2 6 b 利用側熱交換器、 2 6 c 利用側熱交換器

、 2 6 d 利用側熱交換器、 3 1 第 1 温度セ ンサ一、 3 1 a 第 1 温度セ

ンサ一、 3 1 b 第 1 温度セ ンサ一、 3 4 第 2 温度セ ンサ一、 3 4 a 第



2 温度 セ ンサ一、 3 4 b 第 2 温度セ ンサ一、 3 4 c 第 2 温度セ ンサ一、

3 4 d 第 2 温度セ ンサ一、 3 5 第 3 温度セ ンサ一、 3 5 a 第 3 温度セ

ンサ一、 3 5 b 第 3 温度セ ンサー、 3 5 c 第 3 温度セ ンサ一、 3 5 d

第 3 温度セ ンサ一、 3 6 圧力セ ンサ一、 5 0 第 4 温度セ ンサ一、 5 2

演算装置、 5 7 制御装置、 5 8 制御装置、 6 0 室 内熱交換器、 6

延長管、 6 3 絞 り装置、 6 4 第 5 温度セ ンサ一、 6 5 第 6 温度セ ンサ

— 、 6 6 フィン、 6 7 分配器、 6 8 伝熱管、 6 9 ヘ ッダ一、 1 0 0

空気調和装置。



請求の範囲

[ 請求項 1] 圧縮機、第 1 熱交換器、絞 り装置、第 2 熱交換器が配管接続 されて

冷凍サイクル を構成 し、前記冷媒サイクル を循環 させる冷媒 と して非

共沸混合冷媒が採用された空気調和装置 において、

前記絞 り装置の入 口側 に第 1 温度検知手段 を設 け、

前記絞 り装置の出口側 に第 2 温度検知手段 を設 け、

前記第 1 温度検知手段で検知 された冷媒温度 に基づいて算出される

入 口液ェ ンタル ピー、前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温度 に

基づいて算出される飽和液ェ ンタル ピ一および飽和 ガスェ ンタル ピ一

に基づいて算出される前記絞 り装置の下流側の冷媒の乾 き度 X と、

所定圧力における沸騰温度 と露点温度 との差で求め られる温度勾配

∆ Τ と、

前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温度 と、

か ら蒸発温度 T e * 及び露点温度 T d e w * を算 出する

ことを特徴 とする空気調和装置。

[ 請求項2] 前記蒸発温度 T e * は、

「第 2 温度検知手段の検知温度 + 温度勾配 ∆ Τ X (所定値 一乾 き度

X r ) 」か ら算出 し、

前記所定値 を 0 . 3 ~ 0 . 7 に設定 した

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の空気調和装置。

[ 請求項3] 前記所定値 を 0 . 5 に設定 した

ことを特徴 とする請求項 2 に記載の空気調和装置。

[ 請求項4] 前記露点温度 T d e w * は、

「第 2 温度検知手段の検知温度 + 温度勾配 ∆ Τ Χ ( 1 . 0 _ 乾 き度

X r ) 」か ら算出する

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の空気調和装置

[ 請求項 5] 前記所定圧力は、

前記冷凍サイクルの制御 目標 となる蒸発温度 における飽和圧力であ



ことを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか一項 に記載の空気調和装

置。

前記所定圧力は、

露点温度 と沸騰温度 との平均温度が約 0 °C になる飽和圧力である

ことを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれか一項 に記載の空気調和装

置。

前記第 1 温度検知手段で検知 された冷媒温度 に基づいて、入 口液ェ

ンタル ピ一を算出するステ ップと、

前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温度 に基づいて、飽和液ェ

ンタル ピ一および飽和 ガスェ ンタル ピ一を算出するステ ップと、

前記入 口液ェ ンタル ピ一、前記飽和液ェ ンタル ピ一、及び、飽和 ガ

ス ェ ンタル ピ一に基づいて、前記絞 り装置の下流の冷媒の乾 き度 X r

を算 出するステ ップと、

前記乾 き度 X r と、 あ らか じめ設定 してある前記温度勾配 ∆ 丁と、

前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温度 とか ら、蒸発温度 T e *

を算 出するステ ップと、

前記乾 き度 X r と、 あ らか じめ設定 してある前記温度勾配 ∆ 丁と、

前記第 2 温度検知手段で検知 された冷媒温度 とか ら、露点温度 T d e

w * を算 出するステ ップと、 を含んだ制御装置 を備 えた

ことを特徴 とする請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載の空気調和装

置。

非共沸混合冷媒 に R 3 2 と H F 0 1 3 4 y f の混合冷媒 を用い、

前記温度勾配 ∆ Τ を 3 . 0 9 . 0 °C に設定 した

ことを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に記載の空気調和装

置。

非共沸混合冷媒 に R 3 2 と H F 0 1 2 3 4 z e ( E ) の混合冷媒 を

用い、前記温度勾配 ∆ Τ を 8 . 0 3 . 0 °C に設定 した



とを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に記載の空気調和装
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